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第１章 製造 

１ 第一種製造者に係る手続き 

  １日の処理能力が 100 Nm3/日（第一種ガス※は 300 Nm3/日）以上の設備を用いて

高圧ガスの製造をしようとする者は、事業所ごとに、知事の許可を受けなければな

らない。 

  ※第一種ガス：ヘリウム、ネオン、アルゴン、クリプトン、キセノン、ラドン、

窒素、二酸化炭素、フルオロカーボン（可燃性のものを除く）、空気 

 

  １．第一種ガス           300 Nm3/日 

  ２．第一種ガス以外のガス      100 Nm3/日 

  ３．第一種ガス及びそれ以外のガス    Ｔ Nm3/日以上 

                                        Ｔ＝100＋（２／３）・Ｓ 

Ｓ：第一種ガスの処理能力 

（０＜Ｓ＜300 Nm3/日） 

例）第一種ガス 200 Nm3/日、第一種ガス以外のガス 50 Nm3/日の事業所 

事業所の処理能力は、200＋50＝250 Nm3/日であり、上記式より算定される値 

Ｔ＝100＋２／３×200＝233.33 Nm3/日より大きいので第一種製造者に該当する。 

 

  高圧ガスの製造を新規に行おうとする場合は、製造許可申請の他、製造の開始ま

でに図－１のような手続きが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       図－１ 製造許可に係る諸手続き 
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（１）製造許可申請（第５条第１項） 

  １日の処理能力が 100 Nm3/日（第一種ガスは 300 Nm3/日）以上の設備を用いて高

圧ガスの製造をしようとする者は、事業所ごとに、高圧ガス製造許可申請書を提出

すること。 

 

 ○提出書類 

  ①高圧ガス製造許可申請書 

  ②委任状（必要な場合） 

  ③登記簿謄本（許可申請日の概ね６か月以内に交付されたもの） 

  ④役員名簿及び許可の欠格事由に関する証明 

  ⑤製造計画書 

  ⑥製造施設の位置、構造及び設備の技術上の基準の対応事項 

  ⑦高圧ガス設備機器一覧表 

  ⑧配置図、基礎耐震設計データ、機器構造図、強度計算書等 

 

 ○注意事項 

  ・ 「製造許可申請書」は一般高圧ガス保安規則適用の場合は「一般」、液化石油

ガス保安規則適用の場合は「液石」の項目を○で囲むこと。 

    なお、一般高圧ガス保安規則及び液化石油ガス保安規則の両方の製造設備が

ある場合には、両方に○をつけること。 

  ・ 「製造施設の位置、構造及び設備の技術上の基準の対応事項」は一般高圧ガ

ス保安規則適用の場合、定置式製造施設は一般高圧ガス保安規則第６条、移動

式製造施設は一般高圧ガス保安規則第８条、液化石油ガス保安規則適用の場合

定置式製造施設は液化石油ガス保安規則第６条、移動式製造施設は液化石油ガ

ス保安規則第９条の技術上の基準について対応事項を記入すること。なお、該

当しない項目については、当該の行に斜線を付す、「資料」の列に“該当なし”

と記載するなど明確にすること。 

  ・ 製造設備の処理能力の算定にあたっては、「参考１ 処理能力の算定」に基づ

いて行うこと。 

  ・ 防消火設備、除害設備等の保安設備に関しては、能力計算書を添付すること。 

  ・ 基礎の耐震設計は、原則として「高圧ガス設備等の耐震設計に関する基準※」

に従うこと。 

    ※KHKS 0861(2018)（レベル１）又は KHKS 0862(2018)（レベル２） 

・ 製造設備の処理能力が 100 Nm3/日（第一種ガスの場合は 300Nm3/日）未満であ

る製造施設であって、他の製造施設とガス設備で接続されていないもので、か

つ、他の製造施設の機能に支障を及ぼすおそれのないものについては、処理能

力を合算しなくてもよい。この場合、当該施設については第２種製造者として

届出を行うこと。なお、既存の事業所において一種製造許可を①「一種製造許

可と二種製造事業届」に分割する場合には「二種製造事業届」と「一種製造許

可の軽微変更届」を、②一種製造許可を「二種製造事業届」に分割する場合は

「二種製造事業届」と「一種製造許可の廃止届」を提出する必要がある。 

・ 高圧ガス設備の第二種設備距離は、原則事業所敷地内で確保すること。   
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（法第５条第１項関係） 

高圧ガス製造許可申請書              

一般 

液石 

特定 

×整 理 番 号       

×審 査 結 果       

×受理年月日   年  月  日 

×許 可 番 号       

名称（事業所の名称を含む。）  

事 務 所 （ 本 社 ） 所 在 地               

事 業 所 所 在 地               

製造する高圧ガスの種類               

欠格事由に 

関する事項 

１ 高圧ガス保安法第 38条第１項

の規定により許可を取り消さ

れ、取消しの日から２年を経過

しない者 

 

２ この法律又はこの法律に基づ

く命令の規定に違反し、罰金以

上の刑に処せられ、その執行を

終わり、又は執行を受けること

がなくなった日から２年を経過

しない者 

 

３ 成 年 被 後 見 人              

４ 法人であって、その業務を行

う役員のうちに前三号のいずれ

かに該当する者があるもの 

 

      年  月  日 

代表者 氏名             

富 山 県 知 事        

                        殿 

 備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格 A4とすること。 

２ ×印の項は記載しないこと。 
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役員名簿及び許可の欠格事由に関する証明 

 

氏 名 役 職 名 生年月日 現 住 所 本 籍 地 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 

上記の者は当社の役員であって、高圧ガス保安法第７条に規定される許可の欠格事

由に全員が該当しないことを誓約します。 

 

     年   月   日 

 

代表者氏名 
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製 造 計 画 書（記載例） 

 

１．製造の目的 

   

  ○○○○（ガス名）を△△△△（用途）に消費するため、○○○○製造設備を設

置します。 

 

２．製造の方法 

 

  ○○○○をタンクローリーから圧縮機で貯槽に受け入れます。受け入れた○○○

○は蒸発器で気化させ、○○MPaに減圧後、使用場所に供給します。 

 

３．処理能力 

 

   Ｑ＝○○○○（Nm3/日） 

 

  ＜処理能力の算定＞（「参考１ 処理能力の算定」を参照） 

 

    圧縮機 Ｑ１ ＝（算定公式） 

＝（数値代入） 

          ＝ ○○○（Nm3/日） 

 

    蒸発器 Ｑ２ ＝ ○○○（Nm3/日） 

 

     Ｑ＝Ｑ１＋Ｑ２ 

      ＝○○○＋○○○ 

      ＝○○○○（Nm3/日） 

 

４．貯蔵能力 

 

   Ｗ＝○○○○（kg） 

 

＜貯蔵能力の算定＞ 

 

  Ｗ＝0.9×ω×Ｖ    ω：常用温度における比重（kg/L） 

   ＝（数値代入）    Ｖ：貯槽内容積（Ｌ） 

   ＝○○○○（kg）
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高圧ガス設備機器等一覧表 

（塔槽類） 

機器番号 機器名称 
メーカー名 

・型番・型式 
ガス名 

主要寸法

（mm） 

（D×L,H） 

内容積 

（m3） 

材質 
計算必要肉厚 

（mm） 

使用肉厚 

（mm） 
圧力（MPa） 温度（℃） 耐震設計

の有無 
摘要 備考 

胴 鏡 胴 鏡 胴 鏡 設計 常用 設計 常用 

                   

                   

                   

 

（蒸発器・凝縮器等） 

機器番号 機器名称 
メーカー名 

・型番・型式 
ガス名 

内容積 

（m3） 

公称能力 

（kg/h） 

材質 
計算必要肉厚 

（mm） 

使用肉厚 

（mm） 
圧力（MPa） 温度（℃） 耐震設計

の有無 
摘要 備考 

胴 鏡 胴 鏡 胴 鏡 設計 常用 設計 常用 

                   

                   

                   

 

（ポンプ、圧縮機等） 

機器番号 機器名称 
メーカー名 

・型番・型式 
ガス名 

公称能力・吐出量 

（L/h） 

（m3/h） 

吐出圧力 

（MPa） 
材質 

計算必要肉厚 

（mm） 

使用肉厚 

（mm） 

圧力（MPa） 温度（℃） 
摘要 備考 

設計 常用 設計 常用 

               

               

               

 

（配管） 

配管番号 
呼び径 

（Ａ・Ｂ） 
ガス名 

外径 

（mm） 
スケジュール 

番号 
材質 

計算必要

肉厚 

（mm） 

使用肉厚 

（mm） 

圧力（MPa） 温度（℃） 
管の許容引張

応力（N/mm2） 
溶接効率 

認定の 

有無 

耐震設計 

の有無 
備考 

設計 常用 設計 常用      

                 

                 

                 

 

 

＜摘要＞ 特：特定設備検査受検品      認：大臣認定品 

保：高圧ガス保安協会検査受検品  完：完成検査時検査 
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（一般弁類） 

弁番号 弁の種類 
メーカー名 

・型番・型式 
ガス名 

呼び径 

（Ａ・Ｂ） 

材質 計算必要 

肉厚（mm） 

使用肉厚 

（mm） 

圧力（MPa） 温度（℃） 
認定の有無 備考 

本体 弁体 設計 常用 設計 常用 

               

               

               

 

（緊急遮断弁、調整弁） 

弁番号 弁の種類 
メーカー名 

・型番・型式 
ガス名 

呼び径 

（Ａ・Ｂ） 

材質 計算必要 

肉厚（mm） 

使用肉厚 

（mm） 

圧力（MPa） 温度（℃） 
認定の有無 備考 

本体 弁体 設計 常用 設計 常用 

               

               

               

 

（安全弁、逃し弁、破裂板） 

弁番号 
安全弁等の 

種類 
メーカー名 

・型番・型式 
ガス名 

呼び径 

（Ａ・Ｂ） 

材質 計算必要 

肉厚（mm） 

使用肉厚 

（mm） 

圧力（MPa） 温度（℃） 設定圧力

（MPa） 

規定 

吹出量 

（kg/h） 

所要 

吹出量 

（kg/h） 

認定の

有無 
備考 

本体 弁体 設計 常用 設計 常用 

                  

                  

                  

 

（温度計） 

機器番号 温度計の種類 
メーカー名 

・型番・型式 
測定範囲

（℃） 

常用温度

（℃） 
備考 

      

      

      

 

（圧力計） 

機器番号 圧力計の種類 
メーカー名 

・型番・型式 
測定範囲

（MPa） 

常用圧力

（MPa） 
備考 
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一般高圧ガス保安規則第６条第１項  

製造施設の位置、構造及び設備の技術上の基準の対応事項（定置式製造設備） 

条項 基準項目 対応事項 資料 

１号 境界線、警戒標 事業所の境界線を明示し、警戒標を掲げます。 設備配置図 

２号 保安距離 高圧ガス製造設備から次の保安距離を確保します。 

貯蔵量        kg（m3） 

処理能力       Nm3/日 

 第一種設備距離 第二種設備距離 

保安物件名   

法定距離 ｍ ｍ 

実際距離 ｍ ｍ 
 

保安距離図 

３号 火気取扱施設 

流動防止措置 

（可）（特不） 

・製造設備の外面から火気を取り扱う施設まで８ｍ以上の

距離を確保します。        （実際    ｍ） 

・距離がとれないため、防火壁、障壁、二重扉又は可燃性

ガスが漏えいしたときに連動装置により直ちに当該火気を

消すことができる構造のものを設置します。 

設備配置図 

障壁等構造図 

４号 設備間距離 

（可）（水）（酸） 

・可燃性ガス製造設備と他の可燃性ガス製造設備とは５ｍ

以上の距離を確保します。     （実際    ｍ） 

・可燃性ガス製造設備と圧縮水素スタンドとは６ｍ以上の

距離を確保します。        （実際    ｍ） 

・可燃性ガス製造設備と酸素製造設備とは 10ｍ以上の距離

を確保します。          （実際    ｍ） 

設備配置図 

５号 貯槽間距離 

（可）（酸） 

 

・貯槽間距離は１ｍ又は最大直径の和の 1/4 のいずれか大

きい方の距離以上を確保します。 

No.1（    ）タンク 直径      ｍ 

No.2（    ）タンク 直径           ｍ 

必要距離 （  ＋  ）/4＝     ｍ 

実際距離 ｍ 

・距離がとれないので、水噴霧装置、散水装置又は消火栓を

設置します。 

貯蔵配置図 

 

 

 

散水能力 

計算書 

６号 可燃性ガス貯槽の識別措

置 

（可）（特不） 

ガス名を貯槽に朱書きします。  

７号 液化ガス貯槽の流出防止

措置 

（可）（毒）（酸） 

 

（可）（酸）：1,000t 以上 

（毒）：5t 以上 

・貯槽には防液堤を設けます。 

【防液堤の概要】 

高さ 面積 容量 必要容量 

ｍ ｍ2 ｍ3 ｍ3 
 

防液堤構造図 

 

容量計算書 

８号 防液堤の内外面における

設備等の設置制限 

（可）（毒）（酸） 

防液堤の内側及び外側から（  ）ｍ以内には、告示で定

めるもの以外設置しません。 
設備配置図 

９号 製造設備を設置する室の

滞留しない構造 

（可）（特不） 

製造施設を設置する室は、ガスが漏えいしたときに滞留し

ない構造とします。 

＜換気方法＞ ・自然換気：２方向 （  ）cm2/m2 

       ・強制換気：能  力 （  ）L/min 

室の構造図 

換気面積計算書 

換気装置の能力書 

※ （可）可燃性ガス、（特不）特定不活性ガス、（水）：水素、（毒）：毒性ガス、（酸）：酸素、 

  （特）：特殊高圧ガス、 

  アンダーライン   の条項は、第二種製造事業者（30N㎥/日未満のみ）の技術基準 
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条項 基準項目 対応事項 資料 

10 号 ガス設備の気密構造 ガス設備は気密な構造とします。  

11 号 高圧ガス設備の耐圧

性能 

高圧ガス設備は常用圧力の 1.5 倍以上の圧力で行う耐圧試験等

を実施します。 
高圧ガス設備 

機器一覧 

12 号 高圧ガス設備の気密

性能 

高圧ガス設備は常用圧力以上の圧力で行う気密試験等を実施し

ます。 
高圧ガス設備 

機器一覧 

13 号 高圧ガス設備の強度 高圧ガス設備は常用圧力又は常用温度において発生する最大の

応力に対し、十分な強度を有するものを使用します。 
強度計算書 

14 号 ガス設備に使用する

材料 

ガス設備に使用する材料は適切なものを使用し、告示で定める

材料は使用しません。 
高圧ガス設備 

機器一覧 

15 号 高圧ガス設備の基礎 

（100m3又は１t 以

上） 

高圧ガス設備の基礎は、不同沈下等により当該高圧ガス設備に

有害なひずみが生じないものとし、貯槽の支柱又は底部は同一

の基礎に緊結します。 

基礎強度計算書 

基礎図 

16 号 貯槽の沈下状況測定 貯槽には沈下状況を測定するための措置を講じ、告示に定める

ところにより沈下状況を測定し、沈下していたものにあっては

適切な処置を講じます。 

 

17 号 塔・槽・配管類の耐

震設計構造 

高圧ガス設備は、地震の影響に対して安全な構造とします。 耐震設計計算書 

18 号 温度計 高圧ガス設備には適切な温度計を設け、常用の温度を超えた場

合に直ちに常用の温度範囲に戻すことができる措置を講じま

す。 

 

19 号 圧力計、安全装置 高圧ガス設備には圧力区分ごとに圧力計を設け、かつ、適切な

安全装置を設けます。 
安全弁の 

口径計算書 

20 号 安全弁の放出管 

 

（可）（毒）（酸） 

安全弁には放出管を設け、開口部の位置は次のとおりとします。 

イ 可燃性ガス貯槽に設けた安全弁の放出管は、地盤面から５

ｍ以上又は貯槽頂部より２ｍ以上の高さであって、着火源等

のない安全な位置に開口部を設けます。 

ロ 毒性ガスの高圧ガス設備に設けた安全弁の放出管は、除害

設備に接続します。 

ハ その他高圧ガス設備に設けた安全弁の放出管は、近接する

建築物等の高さ以上で着火源のない安全な位置に設けます。 

 

21 号 負圧防止措置 

（可） 

可燃性ガス低温貯槽には、負圧防止のための圧力計、圧力警報

設備及び真空安全弁等を設けます。 
 

22 号 液面計 液化ガス貯槽には液面計を設けます。  

23 号 不活性ガス置換構造 

（特） 

特殊高圧ガス製造設備は、内部のガスを不活性ガスで置換でき

る構造又はその内部を真空にすることができる構造とします。

なお、当該不活性ガスの供給配管は他の種類のガス、その他の

流体に不活性ガスを供給する配管と系統を別にします。 

製造工程図 

（供給配管図） 

24 号 貯槽の配管に設けた

バルブ 

（可）（毒）（酸） 

貯槽には、緊急遮断弁のほか、２以上のバルブを設けます。バ

ルブの一つは貯槽の直近に設け、ガスの送り出し又は受入以外

のときは閉止しておきます。 

 

25 号 貯槽の緊急遮断装置 

（可）（毒）（酸） 

（5,000L 以上） 

貯槽の受入れ配管には逆止弁、送り出し配管には緊急遮断弁を

設けます。 

緊急遮断装置の操作位置は、当該貯槽より５ｍ以上離れた位置

に設けます。           （実際   ｍ） 

操作位置図 

26 号 電気設備の防爆構造 高圧ガスに係る電気設備は適切な防爆性能を有するものを設置

します。 
防爆機器一覧表 

27 号 保安電力 保安設備には保安電力等を確保し、停電等によりその機能が失

われることのないような措置を講じます。 
保安電力一覧表 
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条項 基準項目 対応事項 資料 

28 号 アセチレン容器の破裂防

止措置 

（アセチレン） 

圧縮アセチレンの充てん場所及び容器置場には適切な散水

装置を設置します。 

散水能力 

計算書 

28 号

の２ 

車両に固定した容器等の

破裂防止措置 

（三フッ化窒素） 

三フッ化窒素を車両に固定し、又は積載した容器への充てん

場所及び容器置場には、隣接する充てん場所における火災等

の原因により容器等が破裂することを防止するため、適切な

壁又は仕切りを設置します。 

 

29 号 障壁 

（アセチレン） 

圧縮アセチレンの充てん場所と圧縮機の間、容器置場と圧縮

機の間及び容器置場と充てん場所との間には障壁を設けま

す。 

障壁の構造図 

30 号 障壁 

（圧力 10MPa 以上） 

圧縮ガスを容器に充てんする場所と圧縮機又は充てん容器

置場の間には障壁を設けます。 
障壁の構造図 

31 号 ガス漏えい検知警報設備 

（可）（毒） 
製造施設には、その周囲に適切なガス漏えい検知警報設備を

設置します。 

検知警報設

備配置図 

32 号 貯槽、支柱の温度上昇防

止措置 

（可）（毒）（その他） 

高圧ガス貯槽及び支柱には、散水による温度上昇防止措置を

講じます。 

実際散水量（    ）L/分・m2  

必要散水量（    ）L/分・m2 

散水能力 

計算書 

33 号 毒性ガスの識別措置・危

険標識 

（毒） 

毒性ガス製造施設には警戒標を掲示します。また、ポンプ、

バルブ等、毒性ガスが漏えいするおそれのある箇所には「毒

性ガス漏えい注意箇所」等の危険標識を掲示します。 

 

35 号 毒性ガス配管等の接合 

（毒） 

毒性ガスのガス設備の配管、バルブ等の接合は溶接によるも

のとします。ただし、溶接による接合が不適当な部分は、十

分な強度を持ったフランジ又はねじ接合継手による接合と

します。 

 

36 号 毒性ガス配管の二重管 

（毒） 

ガス設備に係る配管は、ガスの性状、圧力、周辺の状況に応

じ、必要な箇所を二重管とします。 
 

37 号 除害措置、保護具 

（毒）（特） 特殊高圧ガス及び毒性ガスの製造設備には、適切な除害措置

を講じます。 

 ①適切な拡散防止措置を講じます。 

  方法： 

 ②除害方法及び除害剤の保有量 

  イ．除害方法： 

  ロ．除害剤の保有量    

除害剤の種類 法定数量 保有数量 

   

   

 ③除害作業に必要な保護具 

保護具の種類 法定台数 保有台数 

   

   
 

除外設備の

構造図 

除外設備能

力計算書 

38 号 静電気除去措置 

（可） 
可燃性ガス製造設備には、静電気を除去する措置を講じま

す。 
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条項 基準項目 対応事項 資料 

39 号 防消火設備 

（可）（酸） 

可燃性ガス及び酸素の製造設備には、防消火設備を設けま

す。 

 ①防火設備の概要 

防火設備の種類 保有水量 法定能力 実際能力 

    

    

 ②消火設備の概要 

消火器の能力 法定設置数 実際設置数 

   
 

防消火設備

配置図 

散水能力計

算書 

39 号

の２ 

消火設備 
特定不活性ガスの製造施設には、その規模に応じ、適切な消

火設備を適切な箇所に設けます。 

 

40 号 通報設備 緊急時の事業所内連絡のため、通報設備を整えます。 

通報範囲 通報設備の種類 

イ.当該事業所の保安統括
者等が常駐する事務所と
現場事務所との間 

ロ.現場事務所相互間 

 

事業所内全体  

事務所相互間  

 

 

41 号 バルブ等の操作に係る適

切な措置 

イ バルブ等には当該バルブ等の開閉方向及び開閉状態を

明示します。 

ロ バルブ等に係る配管には、内部の流体の種類及び流れ方

向を表示します。 

ハ 保安上重要なバルブの内、通常使用しないバルブは施錠

封印等の措置を講じます。 

ニ バルブ等の操作位置には、当該バルブ等を確実に操作す

るため必要な足場を設けるとともに、必要な照度を確保し

ます。 

 

42 号

イ 

容器置場の明示・警戒標 容器置場の境界を明示し、警戒標を掲げます。 設備配置図 

ロ 容器置場の階層 

（可）（水）（酸） 
可燃性ガス及び酸素の容器置場は一階建とします。 

圧縮水素の容器置場は二階建以下とします。 

保安距離図 

ハ 置場距離 ・容器置場の外面から次のとおり置場距離を確保します。 

 第一種置場距離 第二種置場距離 

置場面積 法定 実際 法定 実際 

m2 m m m m 

m2 m m m m 

保安物件   
 

置場構造図 

障壁の構造図 

ニ 障壁 置場距離が確保できないため、容器置場に障壁を設けます。 

障壁は、厚さ 12cm 以上の鉄筋コンクリート造り又はこれと

同等以上の強度を有する構造とします。 

置場構造図 

ホ 直射日光を遮る措置 容器置場には不燃性又は難燃性の軽量な屋根を設けます。 置場構造図 
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条項 基準項目 対応事項 資料 

ヘ 容器置場の滞留防止措置 

（可）（特不） 

容器置場はガスが漏えいしたときに滞留しない構造としま

す。 

置場構造図 

換気面積計算書 

ト ジシラン、ホスフィン、

モノシランの容器置場 

（特） 

ジシラン、ホスフィン及びモノシランの容器置場には、不燃

性・難燃性の材料を使用します。 

置場構造図 

チ 

除害設備 

（毒）（特） 

毒性ガス及び特殊高圧ガスの容器置場には、適切な除害措置

を講じます。 

①除害方法及び除害剤の保有量 

 イ：除害方法 

 ロ：除害剤の保有量 

除害剤の種類 法定数量 保有数量 

   

   

②除害作業に必要な保護具 

保護具の種類 法定台数 保有台数 

   

   
 

除外設備能

力計算書 

リ 

二階建容器置場の構造 
二階建の容器置場は容器置場に貯蔵するガスの種類に応じ

て、経済産業大臣が定める構造とします。 

置場構造図 

ヌ 

消火設備 

（可）（特不）（酸） 

容器置場には消火設備を設置します。 

【消火設備の概要】 

消火器の能力 法定設置数 実際設置数 

   
 

消火設備配

置図 

 

  



13 

 

一般高圧ガス保安規則第６条第２項  

製造の方法の技術上の基準の対応事項（定置式製造設備） 

条項 基準項目 対応事項 資料 

１号 

イ 

安全弁の元弁 安全弁又は逃し弁に付帯して設けた止め弁は、常に全開に

しておきます。 
 

ロ 空気液化分離装置 

 

空気液化分離装置の液化酸素だめ内の液化酸素１Ｌ中にお

けるアセチレンの質量、メタン中の炭素の質量又はその他

の炭化水素中の炭素の質量がそれぞれ１mg、200mg 若しく

は 100mg を超えたとき、又は、これらの炭化水素中の炭素

質量の合計が 200mg を超えたときは、当該空気液化分離装

置の運転を中止する等の措置を講じ、かつ、液化酸素を放

出します。 

 

ハ 圧縮禁止ガス 次に掲げるガスは圧縮しません。 

（イ） 可燃性ガス中の酸素の容量が全容量の４％以上の

もの 

（ロ） 酸素中の可燃性ガスの容量が全容量の４％以上の

もの 

（ハ） アセチレン、エチレン又は水素中の酸素の容量が

全容量の２％以上のもの 

（ニ）酸素中のアセチレン、エチレン及び水素の容量の合

計が全容量の２％以上のもの 

 

ニ 圧縮アセチレンの製造 

（アセチレン） 

2.5MPa を超える圧力の圧縮アセチレンガスを製造するとき

は、希釈剤を添加してします。 
 

ホ アキュムレータ設備 空気圧縮機を利用するアキュムレータ設備により圧縮空気

の加圧又は減圧を行うときは、次のいずれかによって行いま

す。 

（イ） アキュムレータ設備系内の空気には、油等を混在さ

せません。 

（ロ） アキュムレータ設備系内の空気に油等が混在するお

それがあるものについては、次に掲げる措置を講じま

す。 

   ① 油圧を操作するアキュムレータ設備にあっては、

空気と油等が隔離されている構造にします。 

   ② 空気圧縮機に油分離器等を設置します。 

   ③ 油等の劣化を防止するため、設備内を定期的に清

掃し、油等を排除します。 

設備の構造図 

２号 

イ 

過充てん防止措置 貯槽に液化ガスを充てんするときは、液化ガスの容量が当

該貯槽の常用の温度において、その内容積の 90％を超えな

いようにします。また、毒性ガスの液化ガス貯槽について

は、90％を超えることを自動的に検知することができる措

置を講じます。 

 

ロ 継目なし容器の音響検

査 

圧縮ガス及び液化ガスを継ぎ目なし容器に充てんするとき

は、その容器について音響検査を行います。 
 

ハ 車両の固定 車両に固定した容器（内容積 4,000L 以上）に高圧ガスを送

り出し、又は当該容器から高圧ガスを受け入れるときは、

車止めを設ける等により当該車両を固定します。 

 

ニ アセチレンの充てん アセチレンを容器に充てんするときは 2.5MPa 以下で充てん

し、充てん後の圧力が温度 15℃において 1.5MPa 以下にな

るまで静置します。 

 

ヘ 
酸素の充てん 酸素を容器に充てんするときは、バルブに付着した油脂類等

を除去し、かつ可燃性のパッキンを使用しません。 
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条項 基準項目 対応事項 資料 

３号 

イ 

アセチレン アセチレンは、アセトン又はジメチルホルムアミドを浸潤さ

せた多孔質物を内蔵する容器であって適切なものに充てん

します。 

 

４号 日常点検 高圧ガスの製造は製造設備の使用開始時及び使用終了時の

ほか、一日に一回以上製造をする高圧ガスの種類及び製造設

備の態様に応じ頻繁に製造設備の作動状況について点検し、

異常のあるときは、修理その他の危険を防止する措置を講じ

ます。 

 

５号 

イ 

ガス設備の修理等の計

画 

修理等をするときは、あらかじめ、修理等の作業計画及び当

該作業の責任者を定め、当該計画に従い、かつ、責任者の監

視の下に行います。また、異常があったときに直ちにその旨

を当該責任者に通報するための措置を講じます。 

 

ロ ガス設備の修理等 

（可）（特不）（毒）（酸） 

可燃性ガス、毒性ガス又は酸素のガス設備の修理等をすると

きは、内部のガスをそのガスと反応しにくいガス又は液体で

置換する等の危険を防止するための措置を講じます。 

 

ハ ガス設備の修理等（開

放） 

修理等のため作業員がガス設備を開放し、又はガス設備内に

入るときは、次に掲げる措置を講じます。 

（イ） ロの規定による置換に使用されたガス又は液体を空

気で再置換すること。空気による再置換の結果を酸素

測定器等により測定し、酸素の濃度が 18～22％にな

ったことを確認するまで空気による置換を行うこと。 

（ロ） 毒性ガスの設備にあっては、当該設備を開放し、又

は当該設備に入る直前にガス検知器等により当該毒

性ガスの濃度が許容濃度以下であることを再確認す

ること。 

（ハ） 特殊高圧ガス又は五フッ化ヒ素等の設備内に入る場

合には、呼吸用保護具を使用すること。 

 

ニ 漏えい防止 ガス設備を開放して修理等するときは、当該開放部分の前後

のバルブ又はコックを確実に閉止し、かつ、仕切板を施しま

す。 

 

ホ 作動確認 修理等が終了したときは、正常に作動することを確認した後

に製造します。 
 

６号 バルブ操作 製造設備に設けたバルブを操作する場合には、バルブの材

質、構造及び状態を勘案して過大な力を加えないよう必要な

措置を講じます。 

 

８号 

イ 

充てん容器等の区分 
容器置場には充てん容器及び残ガス容器をそれぞれ区分し

て置きます。 

 

ロ ガス区分 容器置場には可燃性ガス、毒性ガス、特定不活性ガス及び酸

素の充てん容器をそれぞれ区分して置きます。 
 

ハ 計量器等 容器置場には、計量器等作業に必要なもの以外のものは置き

ません。 
 

ニ 火気等（不活性ガス、空

気以外） 

容器置場の周囲２ｍ以内においては、火気の使用を禁じ、か

つ、引火性又は発火性のものは置きません。 
 

ホ 40℃以下に保つ措置 充てん容器等は、常に温度 40℃以下に保ちます。  

ト 衝撃、損傷防止措置 充てん容器等には転落、転倒等による衝撃及びバルブの損傷

を防止する措置を講じ、かつ粗暴な取扱いを行いません。 
 

チ 燈火 

（可） 

可燃性ガスの容器置場には、携帯電燈以外の燈火を携えて立

入りません。 
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液化石油ガス保安規則第６条第１項  

製造施設の位置、構造及び設備の技術上の基準の対応事項（定置式製造設備） 

条項 基準項目 対応事項 資料 

１号 境界線、警戒標 事業所の境界線を明示し、警戒標を掲げます。 設備配置図 

２号 保安距離 高圧ガス製造設備から次の保安距離を確保します。 

貯蔵量        kg（m3） 

処理能力       Nm3/日 

 第一種設備距離 第二種設備距離 

保安物件名   

法定距離 ｍ ｍ 

実際距離 ｍ ｍ 
 

保安距離図 

３号 設備距離短縮措置 設備距離が確保できないため、貯蔵設備については、地盤

面に埋設し、障壁及び散水装置を設置します。 
設備配置図 

障壁等構造図 

４号 貯槽の埋設 第一種保安物件又は第二種保安物件が密集し、経済産業大

臣が指定するものにおいては、貯槽を地盤面下に埋設しま

す。 

 

５号 埋設貯槽の構造 イ 貯槽は貯槽室に埋設し、かつ、当該貯槽室内に漏えい

したガスの滞留を防止するための措置を講じます。 

ロ 貯槽の頂部は、0.6ｍ以上地盤面下にあります。 

ハ 貯槽を２以上隣接して設置するので、その相互間に 

 １ｍ以上の間隔を保ちます。 

貯蔵埋設図 

６号 埋設貯槽の腐食防止措置 地盤面下にその一部を埋設して設置する貯槽には、当該貯槽

の地盤面下にある部分の腐食を防止する措置を講じます。 
貯蔵埋設図 

７号 火気取扱施設 

流動防止措置 

 

・製造設備の外面から火気を取り扱う施設まで８ｍ以上の

距離を確保します。        （実際    ｍ） 

・距離がとれないため、防火壁、障壁、二重扉又は可燃性

ガスが漏えいしたときに連動装置により直ちに当該火気を

消すことができる構造のものを設置します。 

設備配置図 

障壁等構造図 

８号 貯槽間距離 

 

 

・貯槽間距離は１ｍ又は最大直径の和の 1/4 のいずれか大

きい方の距離以上を確保します。 

No.1（    ）タンク 直径      ｍ 

No.2（    ）タンク 直径           ｍ 

必要距離 （  ＋  ）/4＝     ｍ 

実際距離 ｍ 

・距離がとれないので、水噴霧装置、散水装置又は消火栓を

設置します。 

貯蔵配置図 

 

 

 

散水能力 

計算書 

９号 貯槽の識別措置 貯槽には、その外部から見やすいように液化石油ガスの貯

槽であることを朱書きします。 
 

10 号 液化ガス貯槽の流出防止

措置 

（1,000t 以上） 

・貯槽には防液堤を設けます。 

【防液堤の概要】 

高さ 面積 容量 必要容量 

ｍ ｍ2 ｍ3 ｍ3 
 

防液堤構造図 

 

容量計算書 

11 号 防液堤の内外面における

設備等の設置制限 

防液堤の内側及び外側から 10ｍ以内には、告示で定めるも

の以外設置しません。        （実際   ｍ） 
設備配置図 

  アンダーライン   の条項は、第二種製造事業者（30N㎥/日未満のみ）の技術基準 
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条項 基準項目 対応事項 資料 

12 号 製造設備を設置する室

の滞留しない構造 

（可） 

製造施設を設置する室は、ガスが漏えいしたときに滞留しな

い構造とします。 

換気の方法 必要換気面積 実際換気面積 

自然換気の面積 m2 m2 

換気装置の能力 m3/min m3/min 
 

室の構造図 

換気面積計算書 

換気装置の能力書 

13 号 ガス設備の気密構造 ガス設備は気密な構造とします。  

14 号 ガス設備に使用する材

料 

ガス設備に使用する材料は適切なものを使用し、告示で定め

る材料は使用しません。 
高圧ガス設備 

機器一覧 

15 号 高圧ガス設備の基礎 

（100m3又は１t 以上） 

高圧ガス設備の基礎は、不同沈下等により当該高圧ガス設備

に有害なひずみが生じないものとし、貯槽の支柱又は底部は

同一の基礎に緊結します。 

基礎強度計算書 

基礎図 

16 号 貯槽の沈下状況測定 貯槽には沈下状況を測定するための措置を講じ、告示に定め

るところにより沈下状況を測定し、沈下していたものにあっ

ては適切な処置を講じます。 

 

17 号 高圧ガス設備の耐圧性能 高圧ガス設備は常用圧力の 1.5 倍以上の圧力で行う耐圧試験

等を実施します。 
高圧ガス設備 

機器一覧 

18 号 高圧ガス設備の気密性能 高圧ガス設備は常用圧力以上の圧力で行う気密試験等を実施

します。 
高圧ガス設備 

機器一覧 

19 号 高圧ガス設備の強度 高圧ガス設備は常用圧力又は常用温度において発生する最大

の応力に対し、十分な強度を有するものを使用します。 
強度計算書 

20 号 貯槽・配管類の耐震設

計構造 

高圧ガス設備は、地震の影響に対して安全な構造とします。 耐震設計計算書 

21 号 圧力計、安全装置 高圧ガス設備には圧力区分ごとに圧力計を設け、かつ、適切

な安全装置を設けます。 
安全弁の 

口径計算書 

22 号 安全弁の放出管 安全弁には放出管を設け、開口部の位置は次のとおりとします。 

イ 貯槽に設けた安全弁の放出管は、地盤面から５ｍ以上又

は貯槽頂部より２ｍ以上の高さであって、着火源等のない

安全な位置に開口部を設けます。 

ロ その他高圧ガス設備に設けた安全弁の放出管は、近接す

る建築物等の高さ以上で着火源のない安全な位置に設けま

す。 

 

23 号 負圧防止措置 低温貯槽には、負圧防止のための圧力計、圧力警報設備及び

真空安全弁等を設けます。 
 

24 号 液面計 貯槽には液面計を設けます。  

25 号 貯槽の配管に設けたバ

ルブ 

貯槽には、緊急遮断弁のほか、２以上のバルブを設けます。

バルブの一つは貯槽の直近に設け、ガスの送り出し又は受入

以外のときは閉止しておきます。 

 

26 号 貯槽の緊急遮断装置 

（内容積 5,000L 以上） 

貯槽の受入れ配管には逆止弁、送り出し配管には緊急遮断弁

を設けます。 

緊急遮断装置の操作位置は、当該貯槽より５ｍ以上離れた位

置に設けます。           （実際   ｍ） 

保安設備配

置図 

27 号 電気設備の防爆構造 高圧ガスに係る電気設備は適切な防爆性能を有するものを設

置します。 
防爆機器一覧表 

28 号 貯槽、支柱の温度上昇防

止措置 

貯槽及び支柱は、耐熱性の構造にするか、貯槽等から５ｍ以

上離れた位置で操作できる有効な冷却装置を設けます。 

実際散水量（    ）L/分・m2  

必要散水量（    ）L/分・m2 

実際操作位置（    ）ｍ ≧ ５ｍ 

散水能力計算書 

29 号 ガス漏えい検知警報設

備 

製造施設には、その周囲に適切なガス漏えい検知警報設備を

設置します。 

検知警報設
備配置図 
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条項 基準項目 対応事項 資料 

30 号 静電気除去措置 製造設備には、静電気を除去する措置を講じます。  

31 号 防消火設備 製造設備には、防消火設備を設けます。 

 ①防火設備の概要 

防火設備の種類 保有水量 法定能力 実際能力 

    

    

 ②消火設備の概要 

消火器の能力 法定設置数 実際設置数 

   
 

防消火設備

配置図 

散水能力計算書 

32 号 保安電力 
保安設備には保安電力等を確保し、停電等によりその機能が

失われることのないような措置を講じます。 

保安電力 

一覧表 

33 号 通報設備 緊急時の事業所内連絡のため、通報設備を整えます。 

通報範囲 通報設備の種類 

イ.当該事業所の保安統括
者等が常駐する事務所と
現場事務所との間 

ロ.現場事務所相互間 

 

事業所内全体  

事務所相互間  

 

 

34 号 バルブ等の操作に係る適

切な措置 

イ バルブ等には当該バルブ等の開閉方向及び開閉状態を

明示します。 

ロ バルブ等に係る配管には、内部の流体の種類及び流れ方

向を表示します。 

ハ 保安上重要なバルブの内、通常使用しないバルブは施錠

封印等の措置を講じます。 

ニ バルブ等の操作位置には、当該バルブ等を確実に操作す

るため必要な足場を設けるとともに、必要な照度を確保し

ます。 

 

35 号

イ 

容器置場の明示・警戒標 容器置場の境界を明示し、警戒標を掲げます。 設備配置図 

ロ 容器置場の階層 容器置場は二階建以下とします。 置場構造図 

ハ 

 

置場距離 容器置場の外面から次のとおり置場距離を確保します。 

 第一種置場距離 第二種置場距離 

置場面積 法定 実際 法定 実際 

m2 m m m m 

m2 m m m m 

保安物件   
 

保安距離図 

ニ 障壁 置場距離が確保できないため、容器置場に障壁を設けます。 

障壁は、厚さ 12cm 以上の鉄筋コンクリート造り又はこれと

同等以上の強度を有する構造とします。 

置場構造図 

障壁の構造図 

ホ 直射日光を遮る措置 容器置場には不燃性又は難燃性の軽量な屋根を設けます。 置場構造図 
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条項 基準項目 対応事項 資料 

ヘ 容器置場の滞留防止措置 容器置場はガスが漏えいしたときに滞留しない構造としま

す。 

換気の方法 必要換気面積 実際換気面積 

自然換気の面積 m2 m2 

換気装置の能力 m3/min m3/min 
 

置場構造図 

換気面積計算書 

ト 二階建容器置場の構造 二階建の容器置場は容器置場に貯蔵するガスの種類に応じ

て、経済産業大臣が定める構造とします。 
置場構造図 

チ 消火設備 容器置場には消火設備を設置します。 

【消火設備の概要】 

消火器の能力 法定設置数 実際設置数 

   
 

消火設備配

置図 
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液化石油ガス保安規則第６条第２項  

製造の方法の技術上の基準の対応事項（定置式製造設備） 

条項 基準項目 対応事項 資料 

１号 

イ 

安全弁の元弁 安全弁又は逃し弁に付帯して設けた止め弁は、常に全開に

しておきます。 
 

ロ 過充てん防止措置 貯槽に液化石油ガスを充てんするときは、液化ガスの容量

が当該貯槽の常用の温度において、その内容積の 90％を超

えないようにします。 

 

ハ 車両の固定 車両に固定した容器（内容積 4,000L 以上）に液化石油ガス

を送り出し、又は当該容器から受け入れるときは、車止め

を設ける等により当該車両を固定します。 

 

ニ 送り出し、受入れ配管 液化石油ガスを容器に送り出し、又は容器から受け入れる

製造設備の配管と当該容器の配管との接続部分において漏

えいのおそれがないことを確認し、かつ、これらの配管内

の液化石油ガスを危害の生ずるおそれがないように少量ず

つ放出した後にこれらの配管を取り外します。 

 

４号 日常点検 液化石油ガスの製造は製造設備の使用開始時及び使用終了

時のほか、一日に一回以上製造設備の態様に応じ頻繁に製造

設備の作動状況について点検し、異常のあるときは、修理そ

の他の危険を防止する措置を講じます。 

 

５号 

イ 

ガス設備の修理等の計

画 

修理等をするときは、あらかじめ、修理等の作業計画及び当

該作業の責任者を定め、当該計画に従い、かつ、責任者の監

視の下に行います。また、異常があったときに直ちにその旨

を当該責任者に通報するための措置を講じます。 

 

ロ ガス設備の修理等 ガス設備の修理等をするときは、内部のガスをそのガスと反

応しにくいガス又は液体で置換する等の危険を防止するた

めの措置を講じます。 

 

ハ ガス設備の修理等（開

放） 

修理等のため作業員がガス設備を開放し、又はガス設備内に

入るときは、ロの規定による置換に使用されたガス又は液体

を空気で再置換すること。空気による再置換の結果を酸素測

定器等により測定し、酸素の濃度が 18～22％になったこと

を確認するまで空気による置換を行うこと。 

 

ニ 漏えい防止 ガス設備を開放して修理等するときは、当該開放部分の前後

のバルブ又はコックを確実に閉止し、かつ、仕切板を施しま

す。 

 

ホ 作動確認 修理等が終了したときは、正常に作動することを確認した後

に製造します。 
 

６号 バルブ操作 製造設備に設けたバルブを操作する場合には、バルブの材

質、構造及び状態を勘案して過大な力を加えないよう必要な

措置を講じます。 

 

７号 

イ 

充てん容器等の区分 容器置場には充てん容器及び残ガス容器をそれぞれ区分し

て置きます。 

 

ロ 計量器等 容器置場には、計量器等作業に必要なもの以外のものは置き

ません。 
 

ハ 火気等 容器置場の周囲２ｍ以内においては、火気の使用を禁じ、か

つ、引火性又は発火性のものは置きません。 
 

ニ 40℃以下に保つ措置 充てん容器等は、常に温度 40℃以下に保ちます。  

ホ 衝撃、損傷防止措置 充てん容器等には転落、転倒等による衝撃及びバルブの損傷

を防止する措置を講じ、かつ粗暴な取扱いを行いません。 
 

ヘ 燈火 可燃性ガスの容器置場には、携帯電燈以外の燈火を携えて立

入りません。 
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コンビナート等保安規則第５条第１項  

製造施設の位置、構造及び設備の技術上の基準の対応事項 

条項 基準項目 対応事項 資料 

１号 境界線、警戒標 事業所の境界線を明示し、警戒標を掲げます。 設備配置図 

２号 

３号 

（可） 

保安距離 可燃性ガスの高圧ガス製造設備から次の保安距離を確保し

ます。 

保安物件  

法定距離 ｍ 

実際距離 ｍ 
 

保安距離図 

（算定式） 

４号 

（毒） 

毒性ガス製造施設の保安

距離 

イ 製造施設の外面から境界線まで 20ｍ以上を確保しま

す。            （実際距離    ｍ） 

ロ ガス設備の外面から保安物件までの距離を確保しま

す。 

  法定距離    ｍ 

  実際距離    ｍ 

製造施設配置図 

保安距離図 

（算定式） 

５号 可燃性、毒性ガス以外の

高圧ガス製造施設の保安

距離 

貯蔵設備及び処理設備の外面から保安物件に対し、50ｍ以

上の距離を確保します。 

  実際距離    ｍ 

保安距離図 

６号 ガス設備に係る処理設備

等の保安距離 

ガス設備に係る貯蔵設備及び処理設備の外面から保安物件

までの距離を確保します。 

  法定距離    ｍ 

実際距離    ｍ 

保安距離図 

７号 宿直施設との保安距離 ・保安のための宿直施設は敷地内にある。 

・保安のための宿直施設は敷地外にあるため、保安距離を

確保します。 

  法定距離    ｍ 

  実際距離    ｍ 

敷地配置図 

保安距離図 

８号 製造設備の隣接境界線ま

での距離 

製造設備はその外面から隣接する製造事業所の境界線まで

20ｍ以上の距離を確保します。  （実際距離   ｍ） 
敷地配置図 

９号 保安区画の区分及び面積 保安区画を 20,000m2以下に区分します。 敷地配置図 

10 号 

イ 

保安区画内の高圧ガス設

備の配置 

隣接する保安区画内にある高圧ガス設備に対し、30ｍ以上

の距離を確保します。      （実際距離   ｍ） 
設備の配置図 

ロ 保安区画内の高圧ガス設

備の燃焼熱量 

燃焼熱量の数値は 2.5TJ 以下とします。 

（実際数値    ） 
燃焼熱量計算書 

11 号 設備間距離 

（可）（水）（酸） 

・可燃性ガス製造設備と他の可燃性ガス製造設備とは５ｍ

以上の距離を確保します。     （実際    ｍ） 

・可燃性ガス製造設備と圧縮水素スタンドとは６ｍ以上の

距離を確保します。        （実際    ｍ） 

・可燃性ガス製造設備と酸素製造設備とは 10ｍ以上の距離

を確保します。          （実際    ｍ） 

設備の配置図 

12 号 可燃性ガスの貯槽の高圧

ガス設備に対する距離 

（可） 

可燃性ガスの貯槽の外面から貯槽以外の燃焼熱量の数値が

50.2GJ 以上である高圧ガス設備及び処理能力が 20 万 m3以

上である圧縮機に対し、30ｍ以上の距離を確保します。 

（実際距離    ｍ） 

設備の配置図 

13 号 貯槽間距離 

（可）（酸） 

 

・貯槽間距離は１ｍ又は最大直径の和の 1/4 のいずれか大

きい方の距離以上を確保します。 

No.1（    ）タンク 直径      ｍ 

No.2（    ）タンク 直径           ｍ 

必要距離 （  ＋  ）/4＝     ｍ 

実際距離 ｍ 
 

貯槽配置図 
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条項 基準項目 対応事項 資料 

14 号 火気取扱施設 

流動防止措置 

（可） 

・製造設備の外面から火気を取り扱う施設まで８ｍ以上の

距離を確保します。        （実際    ｍ） 

・距離がとれないため、防火壁、障壁、二重扉又は可燃性

ガスが漏えいしたときに連動装置により直ちに当該火気を

消すことができる構造のものを設置します。 

設備の配置図 

 

障壁等構造図 

15 号 
ガス設備の気密構造 

（可）（毒）（酸） 
ガス設備は気密な構造とします。  

16 号 
ガス設備に使用する材料 ガス設備に使用する材料は適切なものを使用し、告示で定

める材料は使用しません。 
高圧ガス設

備機器一覧 

17 号 
高圧ガス設備の耐圧性能 高圧ガス設備は常用圧力の 1.5 倍以上の圧力で行う耐圧試

験等を実施します。 
高圧ガス設

備機器一覧 

18 号 高圧ガス設備の気密性能 高圧ガス設備は常用圧力以上の圧力で行う気密試験等を実

施します。 
高圧ガス設

備機器一覧 

19 号 
高圧ガス設備の強度 高圧ガス設備は常用圧力又は常用温度において発生する最

大の応力に対し、十分な強度を有するものを使用します。 
強度計算書 

20 号 

温度計 

（特殊反応設備を除く） 

高圧ガス設備には適切な温度計を設け、常用の温度を超え

た場合に直ちに常用の温度範囲に戻すことができる措置を

講じます。 

設備の配置図 

反応設備仕様書 

21 号 
圧力計、安全装置 

（特殊反応設備を除く） 

高圧ガス設備には圧力区分ごとに圧力計を設け、かつ、適

切な安全装置を設けます。 
安全弁の 

口径計算書 

22 号 

安全弁の放出管 

（可）（毒）（酸） 

安全弁には放出管を設け、開口部の位置は次のとおりとしま

す。 

イ 可燃性ガス貯槽に設けた安全弁の放出管は、地盤面から

５ｍ以上又は貯槽頂部より２ｍ以上の高さであって、着火

源等のない安全な位置に開口部を設けます。 

ロ 毒性ガスの高圧ガス設備に設けた安全弁の放出管は、除

害設備に接続します。 

ハ その他高圧ガス設備に設けた安全弁の放出管は、近接す

る建築物等の高さ以上で着火源のない安全な位置に設け

ます。 

 

23 号 

高圧ガス設備の基礎 

（100m3又は１t 以上） 

高圧ガス設備の基礎は、不同沈下等により当該高圧ガス設備

に有害なひずみが生じないものとし、貯槽の支柱又は底部は

同一の基礎に緊結します。 

基礎強度計算書 

24 号 

塔・槽・配管類の耐震設

計構造 

（塔は 5m 以上、貯槽は

300m3又は 3t 以上） 

高圧ガス設備は、地震の影響に対して安全な構造としま

す。 
耐震設計計算書 

25 号 

特殊反応設備の内部反応

監視装置 

特殊反応設備内の温度、圧力及び流量等が正常な反応条件

を逸脱するおそれがあるときに、自動的に警報を発するこ

とができる内部反応監視装置を設けます。 

内部反応監視 

装置の仕様書 

26 号 

特殊反応設備の危険事態

発生防止装置 

特殊反応設備に異常な事態が発生した場合、原材料の供給

を遮断し、又は内容物を放出するための装置や反応停止剤

等を供給する装置等、特殊反応設備が危険な状態となるこ

とを防止するために、次の基準による装置を設けます。 

イ 確実に作動する機能を有し、かつ常に円滑に作動する

ものである。 

ロ 装置は遠隔操作することができるものか、または自動

的に作動するものである。 

特殊反応設

備のフロー

シート 

27 号 

特殊反応設備等の緊急遮

断装置 

（可）（毒）（酸） 

特殊反応設備又はこれに類する高圧ガス設備にあっては、

緊急遮断装置（計器室において操作することができるもの

又は自動的に作動するものに限る。）を設けます。 

緊急遮断装

置の仕様書 
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条項 基準項目 対応事項 資料 

28 号 

緊急移送設備 特殊反応設備、燃焼熱量の数値が 50.2GJ を超える高圧ガス

設備及び 27 号の規定により緊急遮断装置を設けた設備には

異常な事態が発生した際に設備内の内容物を設備外に緊急

移送できる措置を講じます。 

緊急移送装

置のフロー

シート 

29 号 可燃性ガス貯槽の識別措

置 

（可） 

ガス名を貯槽に朱書きします。  

31 号 貯槽、支柱の温度上昇防

止措置 

（可）（毒）（その他） 

高圧ガス貯槽及び支柱には、散水による温度上昇防止措置を

講じます。 

実際散水量（    ）L/分・m2  

必要散水量（    ）L/分・m2 

散水能力計算書 

32 号 貯槽、支柱の温度上昇防

止措置 

（特定液化石油ガス） 

特定液化石油ガスの貯槽及び支柱は、耐熱性の構造にする

か、貯槽等から５ｍ以上離れた位置で操作できる有効な冷却

装置を設けます。 

実際散水量（    ）L/分・m2  

必要散水量（    ）L/分・m2 

実際操作位置（    ）ｍ ≧ ５ｍ 

散水能力 

計算書 

 

保安設備図 

33 号 液面計 液化ガス貯槽には液面計を設けます。  

34 号 負圧防止措置 

（可） 

可燃性ガス低温貯槽には、負圧防止のための圧力計、圧力警

報設備及び真空安全弁等を設けます。 
 

35 号 液化ガス貯槽の流出防止

措置 

（可）（毒）（酸） 

 

（可）：500t 以上 

（毒）：5t 以上 

（酸）：1,000t 以上 

・貯槽には防液堤を設けます。 

【防液堤の概要】 

高さ 面積 容量 必要容量 

ｍ ｍ2 ｍ3 ｍ3 
 

防液堤構造図 

36 号 防液堤の内外面における

設備等の設置制限 

（可）（毒）（酸） 

防液堤の内側及び外側から（  ）ｍ以内には、告示で定

めるもの以外設置しません。 
 

37 号 貯槽の埋設 

（特定液化石油ガス） 

第一種保安物件又は第二種保安物件が密集し、経済産業大

臣が指定するものにおいては、貯槽を地盤面下に埋設しま

す。 

貯槽埋設図 

38 号 埋設貯槽の構造 

（特定液化石油ガス） 

イ 貯槽は貯槽室に埋設し、かつ、当該貯槽室内に漏えい

したガスの滞留を防止するための措置を講じます。 

ロ 貯槽の頂部は、0.6ｍ以上地盤面下にあります。 

ハ 貯槽を２以上隣接して設置するので、その相互間に１

ｍ以上の間隔を保ちます。 

貯槽埋設図 

39 号 埋設貯槽の腐食防止措置 地盤面下にその一部を埋設して設置する貯槽には、当該貯槽

の地盤面下にある部分の腐食を防止する措置を講じます。 
貯槽埋設図 

40 号 不活性ガス置換構造 

（特） 

特殊高圧ガス製造設備は、内部のガスを不活性ガスで置換で

きる構造又はその内部を真空にすることができる構造とし

ます。なお、当該不活性ガスの供給配管は他の種類のガス、

その他の流体に不活性ガスを供給する配管と系統を別にし

ます。 

製造工程図 

（供給配管図） 

41 号 毒性ガス配管等の接合 

（毒） 

毒性ガスのガス設備の配管、バルブ等の接合は溶接によるも

のとします。ただし、溶接による接合が不適当な部分は、十

分な強度を持ったフランジ又はねじ接合継手による接合と

します。 

 

42 号 毒性ガス配管の二重管 

（毒） 

ガス設備に係る配管は、ガスの性状、圧力、周辺の状況に応

じ、必要な箇所を二重管とします。 
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条項 基準項目 対応事項 資料 

43 号 貯槽の配管に設けたバル

ブ 

（可）（毒）（酸） 

貯槽には、緊急遮断弁のほか、２以上のバルブを設けます。

バルブの一つは貯槽の直近に設け、ガスの送り出し又は受入

以外のときは閉止しておきます。 

 

44 号 貯槽の緊急遮断装置 

（可）（毒）（酸） 

（5,000L 以上） 

貯槽の受入れ配管には逆止弁、送り出し配管には緊急遮断弁

を設けます。 

緊急遮断装置の操作位置は、当該貯槽より 10ｍ以上離れた

位置に設けます。           （実際   ｍ） 

操作位置図 

45 号 バルブ等の操作に係る適

切な措置 

イ バルブ等には当該バルブ等の開閉方向及び開閉状態を

明示します。 

ロ バルブ等に係る配管には、内部の流体の種類及び流れ方

向を表示します。 

ハ 保安上重要なバルブの内、通常使用しないバルブは施錠

封印等の措置を講じます。 

ニ バルブ等の操作位置には、当該バルブ等を確実に操作す

るため必要な足場を設けるとともに、必要な照度を確保し

ます。 

 

46 号 除害措置、保護具 

（毒） 

毒性ガスの製造設備には、適切な除害措置を講じます。 

 ①適切な拡散防止措置を講じます。 

  方法： 

 ②除害方法及び除害剤の保有量 

  イ．除害方法： 

  ロ．除害剤の保有量    

除害剤の種類 法定数量 保有数量 

   

   

 ③除害作業に必要な保護具 

保護具の種類 法定台数 保有台数 

   

   
 

除外設備の

構造図 

除外設備能

力計算書 

47 号 静電気除去措置 

（可） 

可燃性ガス製造設備には、静電気を除去する措置を講じま

す。 
 

48 号 電気設備の防爆構造 

（可（アンモニア及び部

ロムメチルを除く） 

高圧ガスに係る電気設備は適切な防爆性能を有するものを

設置します。 
防爆機器一

覧表 

49 号 インターロック機構 

（可）（毒） 

製造設備に係る計装回路にはインターロック機構を設けま

す。 
 

50 号 保安電力 
保安設備には保安電力等を確保し、停電等によりその機能が

失われることのないような措置を講じます。 

保安設備の

一覧 

51 号 製造設備を設置する室の

滞留しない構造 

（可） 

製造施設を設置する室は、ガスが漏えいしたときに滞留し

ない構造とします。 

＜換気方法＞ ・自然換気：２方向 （  ）cm2/m2 

       ・強制換気：能  力 （  ）L/min 

室の構造図 

換気面積計算書 

換気装置の能力 

52 号 毒性ガスの識別措置・危

険標識 

（毒） 

毒性ガス製造施設には警戒標を掲示します。また、ポンプ、

バルブ等、毒性ガスが漏えいするおそれのある箇所には「毒

性ガス漏えい注意箇所」等の危険標識を掲示します。 

 

53 号 ガス漏えい検知警報設備 

（可）（毒） 製造施設には、その周囲に適切なガス漏えい検知警報設備を

設置します。 

検知警報器

の数の算定

検知警報器

の配置図 
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条項 基準項目 対応事項 資料 

54 号 防消火設備 

（可）（毒）（酸） 
① 可燃性ガス、毒性ガス及び酸素の製造設備には、防消火

設備を設けます。 

 イ．防火設備の概要 

防火設備の種類 保有水量 法定能力 実際能力 

    

    

 ロ．消火設備の概要 

消火器の能力 法定設置数 実際設置数 

   

② 加熱炉等には、スチームカーテンを設置します。 

防消火設備

の配置図 

 

 

 

散水能力計

算書 

55 号 ベントスタック ベントスタックの高さ、位置及びガスの放出方法は、放出す

るガスの種類、量、性状及び周囲の状況に応じて適切なもの

とします。 

 

56 号 フレアースタック フレアースタックの高さ、位置、燃焼能力及び構造は、ガス

の種類、量、性状及び周囲の状況に応じて適切なものとしま

す。 

能力計算書 

58 号 アセチレン容器の破裂防

止措置 

（アセチレン） 

圧縮アセチレンの充てん場所及び容器置場には適切な散水

装置を設置します。 
散水能力計

算書 

58 号

の２ 

車両に固定した容器等の

破裂防止措置 

（三フッ化窒素） 

三フッ化窒素を車両に固定し、又は積載した容器への充てん

場所及び容器置場には、隣接する充てん場所における火災等

の原因により容器等が破裂することを防止するため、適切な

壁又は仕切りを設置します。 

障壁の構造図 

59 号 障壁 

（アセチレン） 

圧縮アセチレンの充てん場所と圧縮機の間、容器置場と圧縮

機の間及び容器置場と充てん場所との間には障壁を設けま

す。 

障壁の構造図 

60 号 障壁 

（圧力 10MPa 以上） 

圧縮ガスを容器に充てんする場所と圧縮機又は充てん容器

置場の間には障壁を設けます。 
障壁の構造図 

61 号 計器室 

（可） 

イ 安全な位置に設置します。 

ロ 構造は安全なものとし、扉及び窓は耐火性のものとしま

す。 

ハ 外部からのガスの侵入を防ぐために必要な措置を講じ

ます。 

計器室の位置図 

計器室の構造図 

62 号 保安用不活性ガス 

（可）（毒）（酸） 

災害の発生の防止のために、適切な保安用不活性ガス等を常

時保有します。 
 

63 号 通報設備 緊急時の事業所内連絡のため、通報設備を整えます。 

通報範囲 通報設備の種類 

イ.当該事業所の保安統括
者等が常駐する事務所と
現場事務所との間 

ロ.現場事務所相互間 

 

事業所内全体  

事務所相互間  

 

 

64 号 貯槽の沈下状況測定 貯槽には沈下状況を測定するための措置を講じ、告示に定

めるところにより沈下状況を測定し、沈下していたものに

あっては適切な処置を講じます。 
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条項 基準項目 対応事項 資料 

65 号

イ 

容器置場の明示・警戒標 容器置場の境界を明示し、警戒標を掲げます。  

ロ 容器置場の階層 

（可）（水）（酸） 
可燃性ガス及び酸素の容器置場は一階建とします。 

圧縮水素の容器置場は二階建以下とします。 

 

ハ 

 

置場距離 

（毒） 

・容器置場の外面から次のとおり置場距離を確保します。 

 置場距離 

置場面積 法定 実際 

m2 m m 

m2 m m 

保安物件  
 

保安距離図 

ニ 置場距離 ・容器置場の外面から次のとおり置場距離を確保します。 

 第一種置場距離 第二種置場距離 

置場面積 法定 実際 法定 実際 

m2 m m m m 

m2 m m m m 

保安物件   
 

保安距離図 

ホ 障壁 置場距離が確保できないため、容器置場に障壁を設けます。 

障壁は、厚さ 12cm 以上の鉄筋コンクリート造り又はこれと

同等以上の強度を有する構造とします。 

置場構造図 

ヘ 直射日光を遮る措置 

（可）（酸） 
容器置場には不燃性又は難燃性の軽量な屋根を設けます。 置場構造図 

ト 
容器置場の滞留防止措置 

（可） 

容器置場はガスが漏えいしたときに滞留しない構造としま

す。 

置場構造図 

換気面積計算書 

換気装置の能力 

チ ジシラン、ホスフィン、

モノシランの容器置場 

（特） 

ジシラン、ホスフィン及びモノシランの容器置場には、不燃

性・難燃性の材料を使用します。 
置場構造図 

リ 除害設備 

（毒） 

毒性ガスの容器置場には、適切な除害措置を講じます。 

①除害方法及び除害剤の保有量 

 イ：除害方法 

 ロ：除害剤の保有量 

除害剤の種類 法定数量 保有数量 

   

   

②除害作業に必要な保護具 

保護具の種類 法定台数 保有台数 

   

   
 

除外設備の

能力計算書 

ヌ 二階建容器置場の構造 二階建の容器置場は容器置場に貯蔵するガスの種類に応じ

て、経済産業大臣が定める構造とします。 
置場構造図 

ル 消火設備 

（可）（酸） 

容器置場には消火設備を設置します。 

【消火設備の概要】 

消火器の能力 法定設置数 実際設置数 

   
 

消火設備配

置図 
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コンビナート等保安規則第５条第２項  

製造の方法の技術上の基準の対応事項 

条項 基準項目 対応事項 資料 

１号 

イ 

安全弁の元弁 安全弁又は逃し弁に付帯して設けた止め弁は、常に全開に

しておきます。 
 

ロ 空気液化分離装置 

 

空気液化分離装置の液化酸素だめ内の液化酸素１Ｌ中にお

けるアセチレンの質量、メタン中の炭素の質量又はその他

の炭化水素中の炭素の質量がそれぞれ１mg、200mg 若しく

は 100mg を超えたとき、又は、これらの炭化水素中の炭素

質量の合計が 200mg を超えたときは、当該空気液化分離装

置の運転を中止する等の措置を講じ、かつ、液化酸素を放

出します。 

 

ハ 圧縮禁止ガス 次に掲げるガスは圧縮しません。 

（イ） 可燃性ガス中の酸素の容量が全容量の４％以上の

もの 

（ロ） 酸素中の可燃性ガスの容量が全容量の４％以上の

もの 

（ハ） アセチレン、エチレン又は水素中の酸素の容量が

全容量の２％以上のもの 

（ニ）酸素中のアセチレン、エチレン及び水素の容量の合

計が全容量の２％以上のもの 

 

ニ 圧縮アセチレンの製造 

（アセチレン） 

2.5MPa を超える圧力の圧縮アセチレンガスを製造するとき

は、希釈剤を添加してします。 
 

ホ アキュムレータ設備 空気圧縮機を利用するアキュムレータ設備により圧縮空気

の加圧又は減圧を行うときは、次のいずれかによって行いま

す。 

（イ） アキュムレータ設備系内の空気には、油等を混在さ

せません。 

（ロ） アキュムレータ設備系内の空気に油等が混在するお

それがあるものについては、次に掲げる措置を講じま

す。 

   ① 油圧を操作するアキュムレータ設備にあっては、

空気と油等が隔離されている構造にします。 

   ② 空気圧縮機に油分離器等を設置します。 

   ③ 油等の劣化を防止するため、設備内を定期的に清

掃し、油等を排除します。 

設備の構造図 

２号 

イ 

過充てん防止措置 貯槽に液化ガスを充てんするときは、液化ガスの容量が当

該貯槽の常用の温度において、その内容積の 90％を超えな

いようにします。また、毒性ガスの液化ガス貯槽について

は、90％を超えることを自動的に検知することができる措

置を講じます。 

 

ロ 継目なし容器の音響検

査 

圧縮ガス及び液化ガスを継ぎ目なし容器に充てんするとき

は、その容器について音響検査を行います。 
 

ハ 車両の固定 車両に固定した容器（内容積 4,000L 以上）に高圧ガスを送

り出し、又は当該容器から高圧ガスを受け入れるときは、

車止めを設ける等により当該車両を固定します。 

 

ホ アセチレンの充てん アセチレンを容器に充てんするときは 2.5MPa 以下で充てん

し、充てん後の圧力が温度 15℃において 1.5MPa 以下にな

るまで静置します。 

 

ト 酸素の充てん 酸素を容器に充てんするときは、バルブに付着した油脂類等

を除去し、かつ可燃性のパッキンを使用しません。 
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条項 基準項目 対応事項 資料 

３号 

イ 

アセチレン アセチレンは、アセトン又はジメチルホルムアミドを浸潤さ

せた多孔質物を内蔵する容器であって適切なものに充てん

します。 

 

５号 日常点検 高圧ガスの製造は製造設備の使用開始時及び使用終了時の

ほか、一日に一回以上製造をする高圧ガスの種類及び製造設

備の態様に応じ頻繁に製造設備の作動状況について点検し、

異常のあるときは、修理その他の危険を防止する措置を講じ

ます。 

 

６号 

イ 

ガス設備の修理等の計

画 

修理等をするときは、あらかじめ、修理等の作業計画及び当

該作業の責任者を定め、当該計画に従い、かつ、責任者の監

視の下に行います。また、異常があったときに直ちにその旨

を当該責任者に通報するための措置を講じます。 

 

ロ ガス設備の修理等 

（可）（毒）（酸） 

可燃性ガス、毒性ガス又は酸素のガス設備の修理等をすると

きは、内部のガスをそのガスと反応しにくいガス又は液体で

置換する等の危険を防止するための措置を講じます。 

 

ハ ガス設備の修理等（開

放） 

修理等のため作業員がガス設備を開放し、又はガス設備内に

入るときは、次に掲げる措置を講じます。 

（イ） ロの規定による置換に使用されたガス又は液体を空

気で再置換すること。空気による再置換の結果を酸素

測定器等により測定し、酸素の濃度が 18～22％にな

ったことを確認するまで空気による置換を行うこと。 

（ロ） 毒性ガスの設備にあっては、当該設備を開放し、又

は当該設備に入る直前にガス検知器等により当該毒

性ガスの濃度が許容濃度以下であることを再確認す

ること。 

（ハ） 特殊高圧ガス又は五フッ化ヒ素等の設備内に入る場

合には、呼吸用保護具を使用すること。 

 

ニ 漏えい防止 ガス設備を開放して修理等するときは、当該開放部分の前後

のバルブ又はコックを確実に閉止し、かつ、仕切板を施しま

す。 

 

ホ 作動確認 修理等が終了したときは、正常に作動することを確認した後

に製造します。 
 

７号 バルブ操作 製造設備に設けたバルブを操作する場合には、バルブの材

質、構造及び状態を勘案して過大な力を加えないよう必要な

措置を講じます。 

 

８号 

イ 

充てん容器等の区分 容器置場には充てん容器及び残ガス容器をそれぞれ区分し

て置きます。 
 

ロ ガス区分 容器置場には可燃性ガス、毒性ガス及び酸素の充てん容器を

それぞれ区分して置きます。 
 

ハ 計量器等 容器置場には、計量器等作業に必要なもの以外のものは置き

ません。 
 

ニ 火気等（不活性ガス、空

気以外） 

容器置場の周囲２ｍ以内においては、火気の使用を禁じ、か

つ、引火性又は発火性のものは置きません。 
 

ホ 40℃以下に保つ措置 充てん容器等は、常に温度 40℃以下に保ちます。  

ト 衝撃、損傷防止措置 充てん容器等には転落、転倒等による衝撃及びバルブの損傷

を防止する措置を講じ、かつ粗暴な取扱いを行いません。 
 

チ 燈火 

（可） 

可燃性ガスの容器置場には、携帯電燈以外の燈火を携えて立

入りません。 
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一般高圧ガス保安規則第８条第１項  

製造施設の位置、構造及び設備の技術上の基準の対応事項（移動式製造設備） 

条項 基準項目 対応事項 資料 

１号 引火性、発火性物質 製造施設の付近には、引火性又は発火性物質はありません。 保安距離図 

２号 警戒標 製造作業中は外部から見やすいように警戒標を掲げます。  

３号 

（第６

条第１

項 11

号～13

号） 

高圧ガス設備の耐圧、気

密性能及び強度 

・ 高圧ガス設備は常用圧力の 1.5 倍以上の圧力で行う耐

圧試験等を実施します。 

・ 高圧ガス設備は常用圧力以上の圧力で行う気密試験等

を実施します。 

・ 高圧ガス設備は常用圧力又は常用温度において発生す

る最大の応力に対し、十分な強度を有するものを使用し

ます。 

高圧ガス設

備機器一覧 

 

強度計算書 

４号 消火設備 

（可）（酸） 

可燃性ガス及び酸素の製造設備には、消火設備を設けます。 

  

消火設備の概要 

消火器の能力 法定設置数 実際設置数 

   
 

 

５号 

（第６

条第１

項 42

号） 

（イ） 

容器置場の明示・警戒標 容器置場の境界を明示し、警戒標を掲げます。 設備配置図 

（ロ） 容器置場の階層 

（可）（水）（酸） 

可燃性ガス及び酸素の容器置場は一階建とします。 

圧縮水素の容器置場は二階建以下とします。 

置場構造図 

（ハ） 置場距離 ・容器置場の外面から次のとおり置場距離を確保します。 

 第一種置場距離 第二種置場距離 

置場面積 法定 実際 法定 実際 

m2 m m m m 

m2 m m m m 

保安物件   
 

保安距離図 

（ニ） 障壁 置場距離が確保できないため、容器置場に障壁を設けます。 

障壁は、厚さ 12cm 以上の鉄筋コンクリート造り又はこれと

同等以上の強度を有する構造とします。 

置場構造図 

障壁の構造図 

（ホ） 直射日光を遮る措置 容器置場には不燃性又は難燃性の軽量な屋根を設けます。 置場構造図 

（ヘ） 容器置場の滞留防止措置 

（可） 

容器置場はガスが漏えいしたときに滞留しない構造としま

す。 
置場構造図 

（ト） ジシラン、ホスフィン、

モノシランの容器置場 

（特） 

ジシラン、ホスフィン及びモノシランの容器置場には、不燃

性・難燃性の材料を使用します。 

置場構造図 

 

※ （可）可燃性ガス、（水）：水素、（毒）：毒性ガス、（酸）：酸素、（特）：特殊高圧ガス 
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条項 基準項目 対応事項 資料 

（チ） 除害設備 

（毒）（特） 

毒性ガス及び特殊高圧ガスの容器置場には、適切な除害措置

を講じます。 

①除害方法及び除害剤の保有量 

 イ：除害方法 

 ロ：除害剤の保有量 

除害剤の種類 法定数量 保有数量 

   

   

②除害作業に必要な保護具 

保護具の種類 法定台数 保有台数 

   

   
 

除外設備 

能力計算書 

（リ） 二階建容器置場の構造 二階建の容器置場は容器置場に貯蔵するガスの種類に応じ

て、経済産業大臣が定める構造とします。 
置場構造図 

（ヌ） 消火設備 

（可）（酸） 
容器置場には消火設備を設置します。 

【消火設備の概要】 

消火器の能力 法定設置数 実際設置数 

   
 

消火設備 

配置図 
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一般高圧ガス保安規則第８条第２項  

製造の方法の技術上の基準の対応事項（移動式製造設備） 

条項 基準項目 対応事項 資料 

１号 

イ 

保安距離 

（可）（毒）（酸） 

移動式製造設備で高圧ガスを充てんする場合は、製造設備

の外面から第一種保安物件に対し 15ｍ以上、第二種保安物

件に対し 10ｍ以上の距離を確保します。 

 

ニ 過充てん防止措置 貯槽に液化ガスを充てんするときは、液化ガスの容量が当

該貯槽の常用の温度において、その内容積の 90％を超えな

いようにします。 

 

ヘ 貯槽への充てん 

（可）（毒）（酸） 

製造設備を使用して高圧ガスを貯槽に充てんするときは、製

造設備の配管と貯槽の配管との接続部分においてガスが漏

えいするおそれがないことを確認し、かつ、充てんした後は、

配管内のガスを危害の生ずるおそれがないよう少量ずつ放

出した後に配管を取り外します。 

 

ト 静電気除去措置 

（可） 

製造設備を使用して高圧ガスを充てんするときは、製造設備

に生ずる静電気を除去する措置を講じます。 
 

チ 車両の固定 車両に固定した容器（内容積 4,000L 以上）に高圧ガスを送

り出し、又は当該容器から高圧ガスを受け入れるときは、車

止めを設ける等により当該車両を固定します。 

 

リ 充てんの禁止 車両に固定された容器には、充てんしません。  

ヌ 

（第６

条第２

項第２

号ヘ） 

酸素の充てん 酸素を容器に充てんするときは、バルブに付着した油脂類等

を除去し、かつ可燃性のパッキンを使用しません。 
 

２号 

（第６

条第２

項第８

号） 

（イ） 

充てん容器等の区分 容器置場には充てん容器及び残ガス容器をそれぞれ区分し

て置きます。 
 

（ロ） ガス区分 容器置場には可燃性ガス、毒性ガス及び酸素の充てん容器を

それぞれ区分して置きます。 
 

（ハ） 計量器等 容器置場には、計量器等作業に必要なもの以外のものは置き

ません。 
 

（ニ） 火気等（不活性ガス、空

気以外） 

容器置場の周囲２ｍ以内においては、火気の使用を禁じ、か

つ、引火性又は発火性のものは置きません。 
 

（ホ） 40℃以下に保つ措置 充てん容器等は、常に温度 40℃以下に保ちます。  

（ト） 衝撃、損傷防止措置 充てん容器等には転落、転倒等による衝撃及びバルブの損傷

を防止する措置を講じ、かつ粗暴な取扱いを行いません。 
 

（チ） 燈火 

（可） 

可燃性ガスの容器置場には、携帯電燈以外の燈火を携えて立

入りません。 
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一般高圧ガス保安規則第 49条 

車両に固定した容器による移動に係る技術上の基準の対応事項 

条項 基準項目 対応事項 資料 

１号 警戒標 車両の見やすい箇所に警戒標を掲げます。 車両図 

４号 40℃以下に保つ措置 充てん容器等は、常に温度 40℃以下に保ちます。また、温度

計を設置します。 
 

５号 防波板 液化ガスの充てん容器等には、容器の内部に液面揺動を防止

するための防波板を設けます。 
容器構造図 

６号 高さ検知棒 容器の地盤面からの高さが車両の地盤面からの最大高より

高い場合には、高さ検知棒を設けます。 
車両図 

７号 容器元弁等と後バンパ

との距離 

ガスを送り出し、又は受け入れるために用いられるバルブ

（以下「容器元弁」という。）をその後面に設けた容器にあ

っては、容器元弁及び緊急遮断装置に係るバルブと車両の後

バンパの後面との水平距離を 40cm 以上とします。 

容器構造図 

８号 容器後面と後バンパと

の距離 

後部取出し式容器以外の容器にあっては、容器の後面と車両

の後バンパの後面との水平距離が 30cm 以上となるように当

該容器を車両に固定します。 

容器構造図 

９号 操作箱と後バンパとの

距離 

容器元弁、緊急遮断装置に係るバルブその他の主要な付属品

が突出した容器にあっては、これらの付属品を車両の右側以

外に設けた堅固な操作箱に収納します。操作箱と車両の後バ

ンパの後面との水平距離は 20cm 以上とします。 

 

10 号 附属品損傷防止措置 付属品が突出した容器にあっては、これらの付属品の損傷に

より、ガスが漏えいすることを防止するために必要な措置を

講じます。 

 

11 号 液面計 

（可）（毒）（酸） 

充てん容器の液面計にはガラス等損傷しやすい材料を用い

た液面計を使用しません。 
 

12 号 バルブの開閉方向の表

示 

容器に設けたバルブ又はコックには、開閉方向及び開閉状態

を外部から用意に識別するための措置を講じます。 
 

13 号 点検 移動を開始するとき及び終了したときは、ガスの漏えい等の

異常の有無を点検し、異常のあるときは、補修その他危険を

防止するための措置を講じます。 

 

14 号 資材及び工具 

（可）（酸） 

消火設備並びに災害発生防止のための応急措置に必要な資

材及び工具等を携行します。 
工具等一覧表 

15 号 保護具、資材、薬剤等 

（毒） 

毒性ガスの種類に応じた防毒マスク、手袋その他の保護具並

びに災害発生防止のための応急措置に必要な資材、薬剤及び

工具等を携行します。 

保護具等一覧

表 

21 号 イエローカード 

（可）（毒）（酸） 

可燃性ガス、毒性ガス又は酸素の高圧ガスを移動するとき

は、当該高圧ガスの名称、性状及び移動中の災害防止のため

に必要な注意事項を記載した書面を運転者に交付し、移動中

携帯させ、これを遵守させます。 
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液化石油ガス保安規則第９条第１項  

製造の方法の技術上の基準の対応事項（移動式製造設備） 

条項 基準項目 対応事項 資料 

１号 引火性、発火性物質 製造施設の付近には、引火性又は発火性物質はありませ

ん。 
保安距離図 

２号 警戒標 製造作業中は外部から見やすいように警戒標を掲げます。  

３号 

（第６

条第１

項 11

号～13

号） 

高圧ガス設備の耐圧、

気密性能及び強度 

・ 高圧ガス設備は常用圧力の 1.5 倍以上の圧力で行う耐

圧試験等を実施します。 

・ 高圧ガス設備は常用圧力以上の圧力で行う気密試験等

を実施します。 

・ 高圧ガス設備は常用圧力又は常用温度において発生す

る最大の応力に対し、十分な強度を有するものを使用し

ます。 

高圧ガス設備

機器一覧 

 

強度計算書 

４号 消火設備 製造設備には、消火設備を設けます。 

  

消火設備の概要 

消火器の能力 法定設置数 実際設置数 

   
 

 

５号 

（第６

条第１

項 35

号） 

（イ） 

容器置場の明示・警戒標 容器置場の境界を明示し、警戒標を掲げます。 設備配置図 

（ロ） 容器置場の階層 容器置場は二階建以下とします。 置場構造図 

（ハ） 置場距離 ・容器置場の外面から次のとおり置場距離を確保します。 

 第一種置場距離 第二種置場距離 

置場面積 法定 実際 法定 実際 

m2 m m m m 

m2 m m m m 

保安物件   
 

保安距離図 

（ニ） 障壁 置場距離が確保できないため、容器置場に障壁を設けます。 

障壁は、厚さ 12cm 以上の鉄筋コンクリート造り又はこれと

同等以上の強度を有する構造とします。 

置場構造図 

障壁の構造図 

（ヘ） 容器置場の滞留防止措

置 

容器置場はガスが漏えいしたときに滞留しない構造としま

す。 
置場構造図 

（ト） 二階建容器置場の構造 二階建の容器置場は、経済産業大臣が定める構造とします。  

（チ） 消火設備 容器置場には消火設備を設置します。 

【消火設備の概要】 

消火器の能力 法定設置数 実際設置数 

   
 

消火設備配置図 
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液化石油ガス保安規則第９条第２項  

製造の方法の技術上の基準の対応事項（移動式製造設備） 

条項 基準項目 対応事項 資料 

１号 

イ 

充てんの禁止 車両に固定された容器には、充てんしません。  

ロ 保安距離 移動式製造設備で高圧ガスを充てんする場合は、製造設備

の外面から第一種保安物件に対し 15ｍ以上、第二種保安物

件に対し 10ｍ以上の距離を確保します。 

 

ハ 

ニ 

ホ 

過充てん防止措置 ハ 内容積 1,000L を超える容器又は貯槽に充てんするとき

は、あらかじめ、充てんを受ける容器又は貯槽に、液面

計もしくは過充てん防止装置が設けられていることを確

認します。 

ニ 内容積 1,000L 以下の容器又は貯槽に充てんするとき

は、あらかじめ、充てんを受ける容器又は貯槽に、液面

計及び過充てん防止装置が設けられていることを確認し

ます。 

ホ 貯槽に充てんするときは、液化石油ガスの容量が当該

貯槽の常用の温度においてその内容積の 90％を超えない

ようにします。 

 

ヘ 火花放出防止装置 充てんするときは、製造設備の原動機からの火花の放出を

防止する措置を講じます。 
 

ト 貯槽又は容器への充て

ん 

製造設備を使用して液化石油ガスを貯槽もしくは容器に充

てん又は貯槽もしくは容器から受け入れるときは、製造設備

の配管と貯槽又は容器の配管との接続部分において液化石

油ガスが漏えいするおそれがないことを確認し、かつ、充て

んした後は、配管内の液化石油ガスを危害の生ずるおそれが

ないよう少量ずつ放出した後に配管を取り外します。 

 

チ 静電気除去措置 製造設備を使用して液化石油ガスを充てんするときは、製造

設備に生ずる静電気を除去する措置を講じます。 
 

リ 車両の固定 車両に固定した容器（内容積 4,000L 以上）に液化石油ガス

を送り出し、又は当該容器から液化石油ガスを受け入れると

きは、車止めを設ける等により当該車両を固定します。 

 

２号 

（第６

条第２

項第７

号） 

（イ） 

充てん容器等の区分 容器置場には充てん容器及び残ガス容器をそれぞれ区分し

て置きます。 
 

（ロ） 計量器等 容器置場には、計量器等作業に必要なもの以外のものは置き

ません。 
 

（ハ） 火気等（不活性ガス、空

気以外） 

容器置場の周囲２ｍ以内においては、火気の使用を禁じ、か

つ、引火性又は発火性のものは置きません。 
 

（ニ） 40℃以下に保つ措置 充てん容器等は、常に温度 40℃以下に保ちます。  

（ホ） 衝撃、損傷防止措置 充てん容器等には転落、転倒等による衝撃及びバルブの損傷

を防止する措置を講じ、かつ粗暴な取扱いを行いません。 
 

（ヘ） 燈火 容器置場には、携帯電燈以外の燈火を携えて立入りません。  
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液化石油ガス保安規則第 48条 

車両に固定した容器による移動に係る技術上の基準の対応事項 

条項 基準項目 対応事項 資料 

１号 警戒標 車両の見やすい箇所に警戒標を掲げます。 車両構造図 

２号 40℃以下に保つ措置 充てん容器等は、常に温度 40℃以下に保ちます。また、温度

計を設置します。 
 

３号 防波板 液化石油ガスの充てん容器等には、容器の内部に液面揺動を

防止するための防波板を設けます。 
容器構造図 

４号 高さ検知棒 容器の地盤面からの高さが車両の地盤面からの最大高より

高い場合には、高さ検知棒を設けます。 
車両図 

５号 容器元弁等と後バンパ

との距離 

液化石油ガスを送り出し、又は受け入れるために用いられる

バルブ（以下「容器元弁」という。）をその後面に設けた容

器にあっては、容器元弁及び緊急遮断装置に係るバルブと車

両の後バンパの後面との水平距離を 40cm 以上とします。 

容器構造図 

６号 容器後面と後バンパと

の距離 

後部取出し式容器以外の容器にあっては、容器の後面と車両

の後バンパの後面との水平距離が 30cm 以上となるように当

該容器を車両に固定します。 

容器構造図 

７号 操作箱と後バンパとの

距離 

容器元弁、緊急遮断装置に係るバルブその他の主要な付属品

が突出した容器にあっては、これらの付属品を車両の右側以

外に設けた堅固な操作箱に収納します。操作箱と車両の後バ

ンパの後面との水平距離は 20cm 以上とします。 

 

８号 附属品損傷防止措置 付属品が突出した容器にあっては、これらの付属品の損傷に

より、ガスが漏えいすることを防止するために必要な措置を

講じます。 

 

９号 液面計 充てん容器の液面計にはガラス等損傷しやすい材料を用い

た液面計を使用しません。 
 

10 号 バルブの開閉方向の表

示 

容器に設けたバルブ又はコックには、開閉方向及び開閉状態

を外部から用意に識別するための措置を講じます。 
 

11 号 点検 移動を開始するとき及び終了したときは、液化石油ガスの漏

えい等の異常の有無を点検し、異常のあるときは、補修その

他危険を防止するための措置を講じます。 

 

12 号 資材及び工具 消火設備並びに災害発生防止のための応急措置に必要な資

材及び工具等を携行します。 
工具等一覧表 

18 号 イエローカード 液化石油ガスを移動するときは、移動中の災害防止のために

必要な注意事項を記載した書面を運転者に交付し、移動中携

帯させ、これを遵守させます。 
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（２）危害予防規程（変更）届（第 26条）、保安教育（第 27条） 

 

  第一種製造者は、危害予防規程を作成し、届け出を行わなければならない。危害予防規程

を変更する場合も届け出を行う必要がある。 

  また、第一種製造者は、その従業員に対する保安教育計画を定め、その計画を忠実に実行

しなければならない。 

 

 

 ○提出書類 

  ①危害予防規程届書 

  ②危害予防規程 

  ③事業所保安管理組織図 

 

 

 ○注意事項 

  ・ 危害予防規程の作成にあたっては、高圧ガス保安協会発行の「危害予防規程の指針」

を参考にし、事業所の実態に合った規程を作成すること。 

  ・ 事業所保安管理組織図については、「第５章 高圧ガス保安法の概要」を参照のこと。 

  ・ 保安教育計画の作成にあたっては、高圧ガス保安協会発行の「保安教育計画の指針」

を参考にし、事業所の実態に合った計画を作成すること。 
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（法第 26条第１項関係） 

危 害 予 防 規 程 届 書            

一般 

液石 

特定 

（制定） 

（変更） 

×整 理 番 号       

×受理年月日  年  月  日 

名       称 

（事業所の名称を含む。） 
 

事務所（本社）所在地             

事 業 所 所 在 地             

  

     年  月  日 

代表者 氏名              

 

富 山 県 知 事        

                           殿 

 

 

 

 備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格 A4とすること。 

２ ×印の項は記載しないこと。 
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（３）保安統括者（代理者）選任（解任）届（第 27条の２第１項、第 33条） 

 

  第一種製造者及び第二種製造者は、事業所ごとに高圧ガス製造保安統括者及び同代理者を

選任しなければならない。 

  また、高圧ガス製造保安統括者又は同代理者を選解任したときは、遅滞なく、その旨を届

け出なければならない。 

 

 ○提出書類 

  ①高圧ガス保安統括者届書もしくは高圧ガス保安統括者代理者届書 

  ②事業所保安管理組織図 

  

 ○注意事項 

  以下の事業所においては保安統括者及び保安統括者代理者の選任は不要となる。 

  ① 保安監督者に監督させる場合 

   次表の左欄の事業所において右欄の資格者にその保安について監督させる場合    
事業所区分 保安監督者の資格 

移動式製造設備（六フッ化硫黄、空

気、液化ヘリウム、液化アルゴン、液

化窒素、液化酸素、液化炭酸ガス、液

化フルオロカーボンを製造するもの） 

次のいずれかに該当する者 

・六フッ化硫黄、空気、液化ヘリウム、液化アルゴン、液化

窒素、液化酸素、液化炭酸ガス、液化フルオロカーボンの

製造又は販売の６か月以上の経験を有する者 

・大学・高専（理学又は工学）卒業者 

・工業高校卒業者で特定高圧ガスの製造・消費の６か月以上

の経験を有する者 

・特定高圧ガス取扱講習修了者で、特定高圧ガスの製造・消

費の６か月以上の経験を有する者 

気化器、減圧弁により、ヘリウム、ア

ルゴン、窒素、酸素を製造するもの 

気化器、減圧弁等と同等の機能を有す

るバルブにより、炭酸ガスを製造する

もの 

  ② 液化石油ガス保安規則適用事業所（処理能力 25万 Nm3/日未満）のＬＰガススタンド

において、製造保安責任者免状所有者に監督させる場合 

  ③ 容積 10m3以下の空気又は窒素を使用するダイキャスト機、水圧蓄圧機又はアキュムレ

ータを使用する者 

  ④ スクーバダイビング用等呼吸用の定置式空気充てん設備（処理能力 1,000Nm3/日未

満）で次のいずれかの該当者が監督する場合 

   ・大学・高専（理学又は工学）卒業者で、６か月以上のスクーバ用空気の製造経験者 

   ・製造保安責任者免状所有者で、６か月以上のスクーバ用空気の製造経験者 

   ・１年以上のスクーバ用空気の製造経験者 

  ⑤ 自動車燃料用ＬＰガス・圧縮天然ガス・圧縮水素（40MPa以下）を充てんする事業所

（処理能力 25万 Nm3/日未満）において、製造保安責任者免状所有者で、６か月以上の

当該ガスの製造経験者が監督する場合 

  ⑥液化石油ガス法の充てん設備であり、液化石油ガス保安規則の適用を受ける移動式製造

設備を、液化石油ガス法による「充てん作業者」講習修了者が監督する場合 
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（法第 27条の２第５項関係） 

高 圧 ガ ス 保 安 統 括 者 届 書 

一般 

液石 

特定 

（選任） 

（解任） 

×整 理 番 号       

×受理年月日  年  月  日 

名称（事業所の名称を含む。）  

事 務 所 （ 本 社 ） 所 在 地               

事 業 所 所 在 地               

保 安 統 括 者 の 区 分  

製 造 施 設 の 区 分               

選

任 

製造保安責任者免状の種類  

保 安 統 括 者 の 氏 名  

解

任 

製造保安責任者免状の種類  

保 安 統 括 者 の 氏 名  

選任 

解任 
年   月   日   年  月  日 

解 任 の 理 由               

    

     年  月  日 

代表者 氏名              

 

 

富 山 県 知 事        

                           殿 

 

 

 備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格 A4とすること。 

２ ×印の項は記載しないこと。 
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（法第 33条第３項関係） 

高圧ガス保安統括者代理者届書 

一般 

液石 

特定 

（選任） 

（解任） 

×整 理 番 号       

×受理年月日  年  月  日 

名称（事業所の名称を含む。）  

事 務 所 （ 本 社 ） 所 在 地               

事 業 所 所 在 地               

保 安 統 括 者 代 理 者 の 区 分  

製 造 施 設 の 区 分               

選

任 

製造保安責任者免状の種類  

代 理 者 の 氏 名  

解

任 

製造保安責任者免状の種類  

代 理 者 の 氏 名  

選任 

解任 
年   月   日   年  月  日 

解 任 の 理 由               

    

     年  月  日 

代表者 氏名              

 

 

富 山 県 知 事        

                           殿 

 

 

 備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格 A4とすること。 

    ２ ×印の項は記載しないこと。 
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（４）保安技術管理者等選任（解任）届（第 27条の２第３項・第４項、第 33条） 

 

  第一種製造者及び第二種製造者は、事業所ごとに、高圧ガス製造保安責任者免状の交付を

受けている者であって、経済産業省令で定める高圧ガスの製造に関する経験を有する者のう

ちから、高圧ガス製造保安技術管理者及び同代理者を選任しなければならない。 

  また、第一種製造者、第二種製造者は、経済産業省令で定める製造のための施設の区分ご

とに、高圧ガス製造保安責任者免状の交付を受けている者であって、経済産業省令で定める

高圧ガスの製造に関する経験を有する者のうちから、高圧ガス製造保安係員を選任しなけれ

ばならない。 

  なお、高圧ガス製造保安技術管理者等（保安係員を含む）を選解任したときは、前年の８

月１日からその年の７月 31日までの期間内にした選解任をまとめて、その年の８月１日以

降、遅滞なく届け出なければならない。 

 

 

○提出書類 

  ①高圧ガス保安技術管理者等届書 

  ②製造保安責任者免状の写し（法定義務講習の受講状況が分かるようにすること） 

  ②事業所保安管理組織図 

 

 

 ○注意事項 

  ・ 以下の事業所においては保安技術管理者の選任は不要となる。 

   ① 保安統括者が有資格者である場合 

   ② 処理能力 25万 Nm3/日未満で次のもの 

     イ 専ら気化器、減圧弁で可燃性ガス、毒性ガスを製造 

     ロ 専ら消費の目的で可燃性ガス・ＬＰガスを製造 

     ハ 専ら可燃性ガス、毒性ガス以外のガスを製造 

   ③ 移動式製造設備 

   ④ 液化石油ガス保安規則適用の事業所において、処理能力 50万 Nm3/日未満で専ら消

費の目的で製造、又は専ら充てんする場合 

・ （３）保安統括者（代理者）届の項で保安統括者の選任が不要とされた事業所につい

ては、保安係員の選任も不要となる。 

・ 保安技術管理者及び保安係員の代理者については、選任義務はあるが、選任・解任の

届出の必要はない。 
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（法第 27条の２第６項関係） 

高圧ガス保安技術管理者等届書 

一般 

液石 

特定 

×整 理 番 号       

×受理年月日  年  月  日 

名称（事業所の名称を含む。）  

事 務 所 （ 本 社 ） 所 在 地               

事 業 所 所 在 地               

保安技術管理者又は保安係員の 

選 任 若 し く は 解 任 の 状 況 
別紙のとおり 

    

     年  月  日 

 

代表者 氏名              

 

 

 

富 山 県 知 事        

                         殿 

 

 

 

 備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格 A4 とすること。 

２ ×印の項は記載しないこと。 

３  保安技術管理者又は保安係員の選任若しくは解任の状況については、別紙

にできるだけ詳細に記載すること。
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別紙（例） 

保安技術管理者等の区分 保安技術管理者 ・ 保安係員 

製 造 施 設 の 区 分  

選

任 

製造保安責任者免状の種類  

高 圧 ガ ス 製 造 等 の 経 験 ガス名：          経験：  年  ヶ月 

保 安 技 術 管 理 者 等 の 氏 名  

解

任 

製造保安責任者免状の種類  

保 安 技 術 管 理 者 等 の 氏 名  

選 任 解 任 年 月 日   年  月  日 

 

保安技術管理者等の区分 保安技術管理者 ・ 保安係員 

製 造 施 設 の 区 分  

選

任 

製造保安責任者免状の種類  

高 圧 ガ ス 製 造 等 の 経 験 ガス名：          経験：  年  ヶ月 

保 安 技 術 管 理 者 等 の 氏 名  

解

任 

製造保安責任者免状の種類  

保 安 技 術 管 理 者 等 の 氏 名  

選 任 解 任 年 月 日   年  月  日 

 

保安技術管理者等の区分 保安技術管理者 ・ 保安係員 

製 造 施 設 の 区 分  

選

任 

製造保安責任者免状の種類  

高 圧 ガ ス 製 造 等 の 経 験 ガス名：          経験：  年  ヶ月 

保 安 技 術 管 理 者 等 の 氏 名  

解

任 

製造保安責任者免状の種類  

保 安 技 術 管 理 者 等 の 氏 名  

選 任 解 任 年 月 日   年  月  日 

 

備考 保安技術管理者又は保安係員に選任される方が有する高圧ガス製造保安責任者免状の写

しを添付してください。 
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（５）完成検査申請（第 20条） 
 

製造許可又は変更許可を受けた第一製造者は、完成検査を受け、これに合格しなければ製造

施設を使用することはできない。また、完成検査を受ける場合は、完成検査申請書を事前に提

出する。 

 

 

 ○提出書類 

  ①完成検査申請書 

  ②完成図書※ 

   ・特定設備検査合格証（写し） 

   ・認定試験者試験等成績書（写し） 

   ・その他、機器の試験成績書（写し） 

   ・現地施工分の配管等の耐圧試験、気密試験、非破壊検査の成績書及び試験中の写真 

   ・基礎工事写真 

   ・その他 

  ※完成図書は、基本的には完成検査時に提出する。 

（完成検査後でも問題はないが、その場合は完成検査日が完成図書受領日以降となる

ことに留意が必要。） 

 

 

 ＜参考＞完成検査を要しない許可 

  ① 第一種製造者から製造施設の引渡しを受け，法第５条第１項の製造許可を受けた場合

で、既に完成検査を受け技術上の基準に適合していると認められているもの。 

  ② 高圧ガス設備の認定品又は合格証の交付を受けている特定設備への取替えの工事であ

って、処理能力の変更が変更前の当該製造設備に係る処理能力の 20％以内であるもの（耐

震設計構造物に係る特定設備を除く。）。 

  ③ 高圧ガス設備以外のガス設備の取替えの工事。 

  ④ ガス設備の設置位置の変更の工事（耐震設計構造物に係る特定設備を除く。）。 

  ⑤ 処理能力が 100Nm3/日未満（不活性ガス又は空気にあっては 300Nm3/日未満）の製造設

備である製造施設の追加に係る変更工事であって、他の製造施設とガス設備で接続され

ていないもので、かつ、他の製造施設の機能に支障を及ぼすおそれのないもの（耐震設計

構造物に係るものを除き、当該設備が特定設備である場合にあっては合格証の交付を受

けているものに限る）。 
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（法第 20条第１項・第３項関係） 

製 造 施 設 完 成 検 査 申 請 書 

一般 

液石 

特定 

×整 理 番 号       

×検 査 結 果       

×受理年月日   年  月  日 

×許 可 番 号       

名称（事業所の名称を含む。）  

事 務 所 （ 本 社 ） 所 在 地               

事 業 所 所 在 地               

許可年月日及び許可番号              
  年  月  日 

  第   号 

完 成 年 月 日 年  月  日 

  

     年  月  日 

代表者 氏名             

 

富 山 県 知 事        

                      殿 

 

 備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格 A4 とすること。 

２ ×印の項は記載しないこと。 

３  ［  ］内は該当する一機関名を記載すればよい。 
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（６）製造開始届（第 21 条） 

 

  第一種製造者は、高圧ガスの製造を開始したときは、遅滞なく高圧ガス製造開始届書を提出

しなければならない。 

 

 

 ○提出書類 

  ①高圧ガス製造開始届書 
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（法第 21条第１項関係） 

高 圧 ガ ス 製 造 開 始 届 書 

一般 

液石 

特定 

×整 理 番 号       

×受理年月日   年  月  日 

名称（事業所の名称を含む。）  

事 務 所 （ 本 社 ） 所 在 地               

事 業 所 所 在 地               

製 造 開 始 年 月 日    年  月  日 

  

     年  月  日 

代表者 氏名              

 

富 山 県 知 事        

                          殿 

 

 備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格 A4 とすること。 

２ ×印の項は記載しないこと。 
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（７）製造施設等変更許可申請（第 14条第１項） 

 

  第一種製造者は、製造施設の変更の工事をしようとする場合は、高圧ガス製造施設等変更許

可申請書を提出すること。 

  また、製造施設の変更の工事完了後、完成検査を受けること。なお、完成検査については、

「（５）完成検査申請」を参照のこと。 

 

 

 ○提出書類 

  ①高圧ガス製造施設等変更許可申請書 

  ②製造施設変更明細書 

  ③製造設備の技術上の基準対応事項 

  ④高圧ガス設備機器一覧表 

  ⑤配置図、機器構造図、強度計算書等 

 

 

 ○注意事項 

  ・ 「製造設備の技術上の基準対応事項」については、原則として製造施設等の変更により

技術上の基準に変更がある部分のみ、その対応事項を記載すること。 
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（法第 14条第１項関係） 

高 圧 ガ ス 製 造 施 設 等 

変 更 許 可 申 請 書              

一般 

液石 

特定 

×整 理 番 号       

×審 査 結 果       

×受理年月日   年  月  日 

×許 可 番 号       

名称（事業所の名称を含む。）  

事 務 所 （ 本 社 ） 所 在 地               

事 業 所 所 在 地               

変 更 の 種 類  

  

     年  月  日 

代表者 氏名             

 

富 山 県 知 事        

                         殿 

 

 備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格 A4 とすること。 

２ ×印の項は記載しないこと。 

３  二以上の変更の許可申請を同時に行う場合には、「変更の種類」の欄に一括

申請である旨を記載すること。 

 



49 

 

製造施設変更明細書（記載例） 

 

 

１．変更の目的 

   

  ○○○○製造設備の配管の一部に腐食が認められるため、これを更新し、保安の確

保を図るものです。 

 

 

２．変更の内容 

 

  ○○○○貯槽～蒸発器までの配管の一部を更新します。 

  （詳細は別図○を参照願います。） 

 

 

３．変更後の処理能力 

 

   ○○○ Nm3/日（変更なし） 

 

 

４．変更後の貯蔵能力 

 

   ○○○○ kg（変更なし） 
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（８）高圧ガス製造施設軽微変更届（第 14条第２項） 

 

第一種製造者は、製造施設の軽微な変更の工事をした場合は、その完成後遅滞なく、その旨

を届け出なければならない。 

 

 

 ○提出書類 

  ①高圧ガス製造施設軽微変更届書 

  ②軽微変更明細書 

  ③認定試験者試験等成績書（写し） 

  ④変更部に係る図面等 

 

 

 ○注意事項 

  ・ 軽微な変更の工事に該当する主な工事は以下のとおりである。 

   ① 特定設備を除く高圧ガス設備の取替え（一般高圧ガス保安規則第６条第１項第 13 号

及び液化石油ガス保安規則第６条第１項第 19 号に規定する製造することが適切である

と経済産業大臣が認める者が製造したもの又は保安上特段の支障がないものとして認

められたものへの取替えに限る。）の工事であって、当該設備の処理能力の変更を伴わ

ないもの。 

   ② ガス設備（高圧ガス設備を除く。）の変更の工事。 

   ③ ガス設備以外の製造施設に係る設備の変更の工事。 

   ④ 製造施設の機能に支障を及ぼすおそれのない高圧ガス設備の撤去の工事。 

・ 軽微な変更の工事の具体的な事例については、「第５章 高圧ガス保安法の概要」の「２．

製造 （６）製造施設の軽微な変更」を参照のこと。 
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（法第 14条第２項関係） 

高圧ガス製造施設軽微変更届書 

一般 

液石 

特定 

×整 理 番 号       

×受理年月日   年  月  日 

名称（事業所の名称を含む。）  

事 務 所 （ 本 社 ） 所 在 地               

事 業 所 所 在 地               

変 更 の 種 類  

  

     年  月  日 

代表者 氏名             

 

富 山 県 知 事        

                             殿 

 

 備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格 A4 とすること。 

２ ×印の項は記載しないこと。 
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軽微変更明細書（記載例） 

 

 

１．変更の目的 

  

  ○○○○製造設備のバルブの一部を更新し、保安の確保を図るものです。 

 

 

２．変更の内容 

 

  ○○○○貯槽の液取り出しバルブの更新 
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（９）製造施設休止届（一般則第 79条第３項、液石則第 77条第３項） 

 

製造施設の製造休止期間が１年以上にわたる場合には、高圧ガス製造施設休止届書を提出す

ることにより、休止期間中は保安検査は行われない。 

 

 

 ○提出書類 

  ①高圧ガス製造施設休止届書 

  ②使用を休止した特定施設の範囲及び位置等を示した図面 

  ③当該施設に対する保安上の措置を記載した書面 

 

 

 ○注意事項 

  ・ 休止期間は３年を限度とし、３年を超える場合は新たに休止届書を提出すること。 

  ・ 再度使用する場合には、使用前に保安検査を受けること。 

 

  



54 

 

（一般則第 79条、液石則第 77条、コンビ則第 34条） 

高圧ガス製造施設休止届書 

一般 

液石 

特定 

×整 理 番 号       

×受理年月日   年  月  日 

名                称 

（事業所の名称を含む。） 
 

事 務 所 （ 本 社 ） 所 在 地               

事 業 所 所 在 地               

使 用 を 休 止 し た 特 定 施 設  

休 止 期 間               

休 止 理 由               

  

     年  月  日 

代表者 氏名              

 

富 山 県 知 事        

                       殿 

 

 備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格 A4とすること。 

２ ×印の項は記載しないこと。 
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（10）製造廃止届（第 21条） 

 

第一種製造者は、高圧ガスの製造を廃止したときは、遅滞なく高圧ガス製造廃止

届書を提出しなければならない。 

 

 

 ○提出書類 

  ①高圧ガス製造廃止届書 
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（法第 21条第１項～第３項関係） 

高 圧 ガ ス 製 造 廃 止 届 書 

一般 

液石 

特定 

×整 理 番 号       

×受理年月日   年  月  日 

名称（事業所の名称を含む。）  

事 務 所 （ 本 社 ） 所 在 地               

事 業 所 所 在 地               

製 造 廃 止 年 月 日    年  月  日 

製 造 廃 止 の 理 由  

  

     年  月  日 

代表者 氏名             

 

富 山 県 知 事        

                           殿 

 

 

 備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格 A4 とすること。 

２ ×印の項は記載しないこと。 
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（11）第一種製造事業承継届（第 10条） 

 

相続又は法人の合併等により、第一種製造者の地位を承継する場合は、承継後、

遅滞なく第一種製造事業承継届書を提出しなければならない。 

 

 

 ○提出書類 

  ①第一種製造事業承継届書 

  ②相続又は合併を証する書面（合併契約書等） 

  ③登記簿謄本（届出日の概ね６か月以内に交付されたもの） 

  ④役員名簿及び許可の欠格事由に関する証明 

 

 

 ○注意事項 

  ・ 承継のうち、相続、合併又は分割以外の譲渡等の場合は第一種製造事業承継

届書の提出ではなく、法第５条の許可が必要となる。 
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（法第 10条第２項関係） 

第 一 種 製 造 事 業 承 継 届 書 
一般 

液石 

×整 理 番 号       

×受理年月日   年  月  日 

承継された第一種製造者の名称 

（事業所の名称を含む。） 
 

承 継 さ れ た 事 業 所 所 在 地  

承 継 後 の 名 称 

（事業所の名称を含む。） 
 

事 務 所 （ 本 社 ） 所 在 地  

  

     年  月  日 

代表者 氏名             

 

 

富 山 県 知 事        

                          殿 

 

 

 備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格 A4 とすること。 

２ ×印の項は記載しないこと。 
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（12）保安検査申請（第 35条） 

 

第一種製造者は定期に、知事、高圧ガス保安協会又は指定保安検査機関が行う保

安検査を受けなければならない（認定保安検査実施者を除く。）。 

なお、使用を休止した製造施設であって、その休止期間が前回の保安検査又は完

成検査から起算して１年以上であるものについては、製造休止の届け出をすること

により、製造を再開するまで当該施設の保安検査は行われない。 

 

 

 ○提出書類 

  ①保安検査申請書 

  ②高圧ガス製造設備明細書 

   

 

 ○注意事項 

  ・ 当該事業所内の高圧ガス設備がコールドエバポレーター（ＣＥ）のみの場合

は高圧ガス保安協会へ、それ以外の場合は県知事又は指定保安検査機関へ提出

する。 
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（法第 35条第１項関係） 

保 安 検 査 申 請 書 

一般 

液石 

特定 

×整 理 番 号       

×検 査 結 果       

×受理年月日   年  月  日 

×許 可 番 号       

名称（事業所の名称を含む。）  

事 務 所 （ 本 社 ） 所 在 地  

事 業 所 所 在 地  

製 造 施 設 完 成 検 査 

の 年 月 日 
  年  月  日 

前 回 の 保 安 検 査 

の 年 月 日 
  年  月  日 

備 考  

      年  月  日 

 

代表者 氏名              

 

富山県知事  殿 

 
 備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格 A4とすること。 
 ２ ×印の項は記載しないこと。 
 ３  前回の保安検査後、施設を休止した場合には、前回の保安検査の年月日の欄に（ ）
  を設け、休止期間を記載すること。 
 ４  前回の保安検査の年月日の欄には、一般高圧ガス保安規則第７９条第４項、液化石
  油ガス保安規則第７７条第４項、コンビナート等保安規則第３４条第４項により当該
  検査を受け又は行つたとみなされる日がある場合は、当該年月日を記載すること。 
 ５ 備考の欄には、次に掲げる事項を記載すること。 

(1) 申請者が認定完成検査実施者、認定保安検査実施者、特定認定事業者又は自主保
安高度化事業者の場合にあつてはその旨 

(2) 経済産業大臣が災害その他の事由を勘案して定める期間に保安検査を受ける場合
はその旨 

(3) その他必要な事項 
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高圧ガス製造施設明細書 

 

高圧ガス製造施設名 高圧ガスの種類 処理能力（Nm３/日） 

   

事業所合計処理能力（Nm３/日）  

 

検査等の種類 機器の種類 前回実施年月 実施予定年月 

貯槽開放検査    

ポンプ開放検査    

コンプレッサー 

開放検査 
   

蒸発器開放検査    

その他機器 

開放検査 

・ 

フレキシブルチュ

ーブ耐圧試験等 
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２ 第二種製造者に係る手続き 
 

１日の処理能力が 100 Nm3/日（第一種ガスは 300 Nm3/日）未満の設備を用いて高圧

ガスの製造をしようとする者は、事業所ごとに、知事に届け出なければならない。 

第一種ガスとそれ以外のガスを同一事業所内で製造する場合は以下の式より判断す

る。 

 

第一種ガス及びそれ以外のガス    Ｔ Nm3/日未満 

                                    Ｔ＝100＋（２／３）・Ｓ 

Ｓ：第一種ガスの処理能力 

（０＜Ｓ＜300 Nm3/日） 

例）第一種ガス 100 Nm3/日、第一種ガス以外のガス 50 Nm3/日の事業所 

事業所の処理能力は、100＋50＝150 Nm3/日であり、上記式より算定される値 

Ｔ＝100＋２／３×100＝166.67 Nm3/日より小さいので第二種製造者に該当する。 

 

 

＜参考＞高圧ガス製造設備の処理量の合算について 

 製造設備の処理能力が 100 Nm3/日（第一種ガスの場合は 300Nm3/日）未満である製造

施設であって、他の製造施設とガス設備で接続されていないもので、かつ、他の製造施

設の機能に支障を及ぼすおそれのないものについては、処理能力を合算しなくてもよい。 
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（１）製造事業届（第５条第２項） 
 

  第二種製造事業者は、事業所ごとに、製造開始の 20日前までの高圧ガス製造事業届

書を提出すること。 

 

 

 ○提出書類 

  ①高圧ガス製造事業届書 

  ②委任状（必要な場合） 

  ③製造施設等明細書 

  ④製造施設の位置、構造及び設備の技術上の基準の対応事項 

  ⑤高圧ガス設備機器一覧表 

  ⑥配置図、機器構造図、強度計算書等 

 

 

 ○注意事項 

  ・ 「製造施設の位置、構造及び設備の技術上の基準の対応事項」は一般高圧ガス

保安規則適用の場合、処理能力 30Nm3/日以上であるものは一般高圧ガス保安規則

第 11条、処理能力 30Nm3/日未満であるものは一般高圧ガス保安規則第 12条、液

化石油ガス保安規則適用の場合、処理能力 30Nm3/日以上であるものは液化石油ガ

ス保安規則第 12 条、処理能力 30Nm3/日未満であるものは液化石油ガス保安規則

第 13条の技術上の基準について対応事項を記入すること。 

  ・ 製造設備の処理能力の算定にあたっては、「参考１ 処理能力の算定」に基づい

て行うこと。 

  ・ 高圧ガス設備の第二種設備距離は、原則事業所敷地内で確保すること。 
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（法第５条第２項関係） 

高 圧 ガ ス 製 造 事 業 届 書 
一般 

液石 

×整 理 番 号       

×受理年月日   年  月  日 

名称（事業所の名称を含む。）  

事 務 所 （ 本 社 ） 所 在 地               

事 業 所 所 在 地               

製造する高圧ガスの種類               

  

     年  月  日 

代表者 氏名             

 

富 山 県 知 事        

                              殿 

 

 

 

 

 備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格 A4 とすること。 

２ ×印の項は記載しないこと。 
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製 造 施 設 明 細 書（記載例） 

 

１．製造の目的 

   

  ○○○○（ガス名）を△△△△（用途）に消費するため、○○○○製造設備を設置

します。 

 

 

２．製造の方法 

 

  ○○○○を移動式製造設備から貯槽に受入れます。受入れた○○○○は蒸発器で気

化させ、○○MPaに減圧後、使用場所に供給します。 

 

 

３．処理能力 

 

   Ｑ＝○○（Nm3/日） 

 

  ＜処理能力の算定＞（「参考１ 処理能力の算定」を参照） 

 

    蒸発器 Ｑ  ＝（算定公式） 

＝（数値代入） 

          ＝ ○○○（Nm3/日） 

 

    

４．貯蔵能力 

 

   Ｗ＝○○○○（kg） 

 

＜貯蔵能力の算定＞ 

 

  Ｗ＝0.9×ω×Ｖ    ω：常用温度における比重（kg/L） 

   ＝（数値代入）    Ｖ：貯槽内容積（Ｌ） 

       ＝○○○○（kg） 
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（２）製造施設等変更届（第 14条第４項） 

 

第二種製造者は、製造のための施設の位置、構造若しくは設備の変更の工事をし、

又は製造をする高圧ガスの種類若しくは製造の方法を変更しようとするときは、あら

かじめ届け出なければならない。 

 

 

 ○提出書類 

  ①高圧ガス製造施設等変更届書 

  ②製造施設変更明細書 

  ③製造施設の位置、構造及び設備の技術上の基準の対応事項 

  ④高圧ガス設備機器一覧表 

  ⑤配置図、機器構造図、強度計算書等 

 

 

 ○注意事項 

  ・ 「製造設備の技術上の基準対応事項」については、原則として製造施設等の変

更により技術上の基準に変更がある部分のみ、その対応事項を記載すること。 
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（法第 14条第４項関係） 

高圧ガス製造施設等変更届書 
一般 

液石 

×整 理 番 号       

×受理年月日   年  月  日 

名称（事業所の名称を含む。）  

事 務 所 （ 本 社 ） 所 在 地               

事 業 所 所 在 地               

変 更 の 種 類               

  

     年  月  日 

代表者 氏名             

 

富 山 県 知 事        

                         殿 

 

 備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格 A4 とすること。 

２ ×印の項は記載しないこと。 

３  二以上の変更の届出を同時に行う場合には、「変更の種類」の欄に一括届出

である旨を記載すること。 
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（３）製造廃止届（第 21条） 

 

第二種製造者は、高圧ガスの製造を廃止したときは、遅滞なく高圧ガス製造廃止届

書を提出しなければならない。 

 

 

 ○提出書類 

  ①高圧ガス製造廃止届書 
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（４）第二種製造事業承継届（第 10条の２） 

 

事業の全部の譲り渡し又は相続又は法人の合併等により、第二種製造者の地位を承

継する場合は、承継後、遅滞なく第二種製造事業承継届書を提出しなければならない。 

 

 

 ○提出書類 

  ①第二種製造事業承継届書 

  ②相続又は合併を証する書面（合併契約書等） 
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（法第 10条の２第２項関係） 

第 二 種 製 造 事 業 承 継 届 書 
一般 

液石 

×整 理 番 号       

×受理年月日   年  月  日 

承継された第二種製造者の名称 

（事業所の名称を含む。） 
 

承 継 さ れ た 事 業 所 所 在 地  

承 継 後 の 名 称 

（事業所の名称を含む。） 
 

事 務 所 （ 本 社 ） 所 在 地  

  

     年  月  日 

代表者 氏名             

 

 

富 山 県 知 事        

                          殿 

 

 

 備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格 A4 とすること。 

２ ×印の項は記載しないこと。 

 


